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や世界銀行（World Bank）、世界貿易機関（WTO：World Trade Organization）などの
国際諸機関が推進している経済のグローバル化に深く組み込まれている。特に、1989～



















                                                   
2 解放後、統一国家樹立にむけて積極的な動きが見られたが、「南北の分断国家は、このように第二次
世界大戦後の東西強大国（米・ソ）の冷戦によって生まれた。それは、668 年の統一新羅樹立いらい、
初めての分断国家の悲劇をもたらした。1950 年 6 月 25 日、朝鮮民主主義人民共和国の人民軍が 38
度線を突破して、6・25 動乱が勃発、同族が銃を向け合って闘う」（金両基『物語 韓国史』岩波書店、
























つまり 1965 年に締結された日韓基本条約、1960 年代から 1975 年にかけてのベトナム戦争、1970 年
代オイルショック下での中東進出、1985 年プラザ合意を契機とした戦後初めての貿易黒字達成、
1997 年アジア通貨金融危機を脱した IMF 構造調整策の徹底的な自由化が、事態を左右することにな
った。この点を全体的に把握し、相関させながら総体的に捉えることで、韓国における現代社会を活
写できるといえよう。 































                                                   








































                                                                                                                                                     
化」仮説（服部民夫『東アジア経済の発展と日本―組立型工業化と貿易関係』東京大学出版会、2007
年）などが挙げられる。また、韓国経済の発展過程に対する分析については、多くの研究があり、文

















































                                                   
9 안현효『신자유주의 시대 이후, 한국경제의 정치경제학』열린길,2011. 
10 同上書、pp.141-142。 







































るグローバリゼーションが急進していく。それは 2001 年に中国が WTO に加盟し、大























































































1987 年に民主化を達成し、1996 年経済協力開発機構（OECD：Organisation for 
Economic Co-operation and Development）加盟を経つつ、1997 年アジア通貨金融危機
による国家破綻の窮地を規制緩和や民営化などの徹底した「自由化」（IMF 構造調整政
策）によって脱した経験をもつ。こうして 2011 年、国の経済規模をはかる指標のひと
つ「国内総生産（GDP：Gross Domestic Product）」では、世界第 15 位（日本 3 位、ア
メリカ 1 位）、一人当たり GDP に換算すると世界第 34 位（日本 17 位、アメリカ 14 位）
となった。 
                                                   



































                                                   
2 ブルース・カミングス（横田安司・小林知子訳）『現代朝鮮の歴史―世界のなかの朝鮮―』明石書店、
2003 年、339 ページ。 























年代初頭までの韓国は、1 人当たり GNP が 100 ドルにも満たず、世界で最貧かつ農業
国のひとつに数えられていた。また、「朝鮮戦争は、およそ 75 万の兵士と 80 万の民間
人の命を奪った。休戦時には、朝鮮人民軍の兵士約 30 万人と、韓国軍の兵士 22 万 7,000
















                                                   
4 倉持和雄『現代韓国農業構造の変動』御茶の水書房、1994 年、193 ページ。 
5 エイドリアン・ブゾー（李娜兀監訳、柳沢圭子訳）『世界史の中の現代朝鮮―大国の影響と朝鮮の伝
統の狭間で』明石書店、2007 年、139～140 ページ。 


























第２節  1960～1980 年代国際経済環境と輸出主導型経済構造 
 






連の経済開発 5 カ年計画が実施されていくこととなった8。 
                                                   
7 同上書、488～489 ページ。 
8 表とあわせて、一連の経済開発 5 カ年計画については、趙淳（深川博史監訳、藤川昇悟訳）『韓国経





表１－１   韓国における経済開発 5 カ年計画     
  第 1 次計画 第 2 次計画 第 3 次計画 第 4 次計画 








  2．自立経済の基礎の構築 2．自立経済の加速 2．自立経済の実現 
2．持続的経済成長のための
産業構造の変革 
      3．地域開発 3．社会開発の促進 
        4．技術革新と効率の上昇 
目標年平均成長率 7.1% 7.0% 8.1% 9.2% 




1．食料自給化の推進 1．食料自給化の推進 1．自立的投資財源の確保 

















  5．国際収支の改善 5．農家所得の増加と多様化 5．社会資本の拡充 5．科学技術の振興 




      7．社会福祉と国民福祉の向上   




          
  第 5 次計画 第 6 次計画 第 7 次計画（新経済 5 カ年計画） 






  2．経済安定の基盤の完成 2．民族の力の結集と効率的発揮   ・産業の競争力を強化し、 
 
  3．収入と雇用の確保   
  ・社会的衡平を高め均衡あ
る発展を図り、  




目標年平均成長率 7.6% 7.1% 7.5% 
 
実績値 8.5% 8.5% 8.5%   
経済開発戦略 1．物価の安定 1．経済社会制度の先進化 （産業競争力強化） 
6．住宅問題の解消と環境保
護 
  2．比較優位産業の育成 2．産業構造の改善 1．人的資源の育成 7．社会保障の充実化 
  3．投資効率の改善 3．技術立国 2．技術開発と社会の情報化 （国際化・自由化・民族統一） 
  4．市場競争力の確保 4．地域社会の均衡ある発展 3．社会資本と輸送体系の確立 8．金融の自由化 





  6．労使紛争の解決   （均衡ある発展） 
10．経済協力を通じた民族統
一 







先進経済化 先進経済化   
（注）第 7 次 5 カ年計画は、以後の金永三政権の新経済 5 カ年計画と統合した形で表示されている。 









の条約を無効とすること、韓国を外交的に承認すること、有償 2 億ドル、無償 3 億ドル、
民間借款 3 億ドル（のちに追加）のあわせて 8 億ドルの資金提供が確認および実行され
た。「経済協力」という同条約の名目のもとで市場が開放される契機となり10、日本とア
メリカ、国際金融機関からの借款を主力とする外資導入が本格化した。1965 年に 3,900
万ドルであった借款は、1975 年には 12 億 7,800 万ドル、1979 年には 27 億 6,900 万ド
ルに達した（表１－２）。 
また、高度経済成長期にあった日本からの資本が、朴正煕政権のもとで推し進められ
た製造業部門における振興法の実施（7 分野、1967 年機械工業振興法、1967 年造船工
業振興法、1967 年繊維工業近代化促進法、1969 年電気電子工業振興法、1970 年石油化 
                                                   
9 鹿島平和研究所編『日本外交主要文書・年表 第 2 巻』原書房、1984 年、569～608 ページを参照。 
10 日韓両国の国交正常化は、両国が相互の経済的必要性を強く認識していたことも締結に至るひとつ
の要因であった。韓国は、1961 年の 5・16 軍事クーデター直後から韓日会談の早期妥結を強く望んで
いた。その経済的背景として、①戦後、未発達で脆弱な産業基盤の上、貿易額も 1962 年輸出額 5,400
万ドル、同年輸入額 4 億 2,100 万ドル、1963 年輸出額 8,600 万ドル、同年輸入額 5 億 6,000 万ドル、
1964 年輸出額 1 億 1,900 万ドル、同年輸入額 4 億 400 万ドルといったように、この時期、貿易量全
体が停滞し、かつ貿易収支が年間 3～5 億ドルの赤字を計上している状況で（数値は、韓国貿易協会『貿
易年鑑』1965 年版を参照）、②このような事態を主としてアメリカの援助によって補填していたが、
その援助が 1957年の最大時で 3億 7,400万ドルから 1965年には 1億 3,500万ドルと減少傾向を示し、


























表１－２   借款と外国人直接投資の導入実績（到着基準） （単位：1,000 ドル、％） 
  借款     外国人直接投資 
    公共借款 商業借款 （対内直接投資） 
1965 39,097（78.5） 11,209（22.5） 27,888（56.6） 10,741（21.6） 
1970 430,332（94.5） 147,085（32.3） 283,247（62.2） 25,272（5.6） 
1975 1,286,537（94.9） 481,891（35.6） 804,646（59.4） 69,170（5.1） 










実現していった。ベトナム戦争では、1965 年参戦時にわずか 1,950 万ドルにしか過ぎな
かった収入が、1970 年にはピークの 2 億 460 万ドルを計上した13。この間、1965～1972










                                                   
11 数値は、韓国統計庁『韓国統計年鑑』各年版、経済企画院『主要経済指標』各年版、参照。  
12 数値は、韓国貿易協会『貿易年鑑』各年版、参照。 




多数、自殺者も出るほどで、1992 年 2 月から 10 月までの同申告状況をみれば、計 4,839 人が申告、
うち皮膚病 634 人、各種がんが 566 人、身体マヒ 512 人、枯葉剤後遺症による死亡が 147 人となって





































                                                   
15 涌井秀行『東アジア経済論―外からの資本主義発展の道―』大月書店、2005 年、172 ページ。 
16 小林尚朗「東アジアの開発政策と開発理論」平川均・石川幸一・小原篤次・小林尚朗編著『東アジ
アのグローバル化と地域統合―新・東アジア経済論Ⅲ―』ミネルヴァ書房、2007 年、149 ページ。 
17 佐野孝治「韓国の中東進出と重化学工業化―オイルショック～世界的不況下の韓国経済―」慶応義




表１－３   元利金償還の推移     （単位：1,000 ドル） 
  計     公共借款     商業借款     
    元金 利子   元金 利子   元金 利子 
1965 7,043 4,929 2,114 2,319 1,155 1,164 4,724 3,774 950 
1970 159,046 96,213 62,833 18,160 4,235 13,925 140,887 91,978 48,908 
1975 555,315 284,057 271,258 133,485 44,109 89,376 421,830 239,948 181,882 






1971 年 12 月に「国家非常事態宣言」を発令し、その後「非常戒厳令」（1972 年 10 月）













同政権が開発独裁体制を強めた 1970～1979 年までの期間、GDP 成長率は平均 10.2％
を記録した19。同期間 GDP 額における産業部門別の比率では、製造業が農業を上まわり、
目標としていた「工業化」を達成した。また、貿易額は同期間輸出額 8 億ドル→150 億
ドル、輸入額 19 億ドル→203 億ドルとなっており、うち機械器具部門の輸出額は 0.6




                                                   





















1960 年代後半から 1970 年代にかけて、高い「経済成長」を遂げ、工業部門の輸出を
急伸させた韓国は、1979 年の OECD 報告書『新興工業国の挑戦』のなかで NICs と称
されるようになった（のちに 1988 年トロント・サミットにおいて台湾や香港の国際的










                                                   


































1987 年「6・29 民主化宣言」に至ったのである。 
では、以上のように展開される韓国資本主義の基本構成をおさえておこう。表１－４
                                                   
22 渡辺利夫『現代韓国経済分析―開発経済学と現代アジア―』勁草書房、1982 年、4 ページ 
23 涌井秀行、前掲書、131 ページ。 
24 この点について、1980 年代すでに韓国は、IMF・世界銀行による「成長指向構造調整」プログラム
を具体化しており、新古典派アプローチにそった「自由化」を体現するモデル・ケースとなっていた、




から、それは重化学工業部門における生産の圧倒的な伸び（1970 年 0.7 兆ウォン→1990
年 125 兆ウォンで 178 倍、以下カッコ内同期間）と比率上昇（14.0％→30.0％）にあら
われている。とりわけ機械器具部門（333 倍で 3.7％→15.0％）、同部門を牽引する電気 
 
 
表１－４   産業構造の基本構成（産業連関表整理表） （単位：10 億ウォン、％、1,000 人） 
  総生産・差出額（実額） 構成比 労働力編成 
  1963 1970 1980 1990 1963 1970 1980 1990 1980 1990 
農林漁業 234 932 7,797 21,858 31.2 18.5 8.3 5.2 3,894 2,945 
鉱業 13 62 738 2,222 1.8 1.2 0.8 0.5 132 72 
製造業 238 1,796 47,770 206,668 31.8 35.7 51.0 49.5 2,648 4,359 
（重化学工業） 68 704 24,510 125,377 9.0 14.0 20.2 30.0 953 2,131 
金属 16 141 5,967 29,104 2.1 2.8 6.4 6.9 168 393 
  鉄鋼 2 23 1,770 6,369 0.3 0.5 1.9 1.5 67 32 
機械器具 17 188 6,842 62,751 2.3 3.7 7.3 15.0 486 1,275 
  一般機械 6 26 1,305 13,131 0.8 0.5 1.4 3.1 94 303 
  電気・電子 4 63 3,495 26,591 0.5 1.3 3.7 6.3 258 571 
  輸送用 7 91 1,674 21,286 0.9 1.8 1.8 5.1 101 346 
  精密・光学 ― 7 368 1,743 2.2 0.1 0.4 0.4 34 54 
化学工業・製品 16 171 4,654 17,161 1.3 3.4 5.0 4.1 168 232 
石油・石炭 10 129 5,284 8,730 1.3 2.6 5.7 2.0 24 29 
土石窯業 8 76 1,763 7,631 1.1 1.5 1.9 1.8 107 199 
（軽工業） 170 1,092 23,260 81,291 22.7 21.7 24.8 19.5 1,695 2,228 
食料品 74 453 10,073 29,260 9.9 9.0 10.8 7.0 354 441 
繊維類 55 378 8,045 30,569 1.4 7.5 8.6 7.3 868 1,161 
その他 41 261 5,143 21,462 5.5 5.2 5.5 5.2 473 624 
建設業 40 475 7,493 43,722 5.3 9.5 8.0 10.5 650 1,191 
電気・ガス・水道 9 65 2,016 7,288 1.1 1.3 2.2 1.7 42 60 
運輸・通信 32 302 5,537 20,105 4.2 6.0 5.9 4.8 513 753 
卸小売 65 493 6,928 27,694 8.7 3.8 7.1 6.6 1,814 2,368 
金融保険不動産 33 174 4,268 29,815 4.4 3.5 4.6 7.1 401 723 
サービスなど 84 636 11,391 44,584 11.3 12.7 12.2 10.7 2,088 2,649 
その他 ― 93 1,347 13,000 ―   1.8 1.4 3.1 ― 764 
総計 748 5,027 93,638 416,965 100.0 100.0 100.0 100.0 12,184 15,888 
（粗付加価値） 460 2,728 37,116 178,317 ―   ― ― ―  
  
雇用者所得 139 951 15,249 79,690 30.3 34.8 41.0 44.7 
  
（最終需要） 512 3,418 53,360 236,246 ―   ― ― ― 
  
民間消費 393 1,993 24,786 96,669 76.7 58.3 46.4 40.9 
  
固定資本形成 50 688 11,828 67,987 9.7 20.1 22.1 28.8 
  
輸出 21 376 12,467 53,154 4.1 11.0 23.3 22.4 
  
（総需要） 800 5,716 109,881 474,894 ―   ― ―  ― 
  









表１－５   製造業における雇用構成と賃金構造 
  1963 年 
  従業者数（千人） 賃金（億ウォン） 1 人あたり賃金（千ウォン） 
  合計 労務者 管理職員 労務者 管理職員 労務者 管理職員 
総計 402 342 40 127 34 37.3 85.1 
（重化学工業） 156 131 18 54 14 41.4 81.6 
金属 28 24 3 10 2 39.2 86.4 
機械器具 45 38 5 17 4 45.7 80.3 
 一般機械 14 12 1 5 1 42.8 64.8 
 電気・電子 10 9 1 3 1 35.5 86.4 
 輸送用 20 17 2 9 2 52 84.8 
化学 60 50 7 19 6 37.5 86.2 
土石窯業 24 19 3 11 2 47.1 68.1 
（軽工業） 246 211 22 93 20 34.8 87.9 
食料品 61 48 8 25 6 39 78.6 
繊維類 127 115 7 42 7 31.3 100.8 
その他 59 47 8 25 7 38.9 86.3 
 
              
  1970 年 
総計 852 671 107 1,010 353 151 329 
（重化学工業） 319 237 49 426 180 179 366 
金属 67 53 9 89 29 167 321 
機械器具 109 85 15 150 54 177 349 
 一般機械 27 20 3 30 8 156 298 
 電気・電子 39 32 5 45 20 142 386 
 輸送用 43 34 7 75 25 221 341 
化学 93 68 19 121 75 179 394 
土石窯業 50 32 6 66 22 206 393 
（軽工業） 533 433 58 584 173 135 297 
食料品 117 86 18 128 54 149 295 
繊維類 264 228 21 273 61 200 286 
その他 151 119 19 183 58 153 312 
                
  1981 年 
総計 2,007 1,685 350 32,454 12,500 1,926 3,571 
（重化学工業） 903 711 181 14,903 6,251 2,096 3,454 
金属 181 146 33 3,299 1,095 2,260 3,318 
機械器具 430 338 88 6,824 3,033 2,019 3,447 
 一般機械 86 65 19 1,331 579 2,048 3,047 
 電気・電子 213 173 39 2,958 1,251 1,710 3,208 
 輸送用 132 100 31 2,535 1,203 2,535 3,881 
化学 206 158 46 3,257 1,657 2,061 3,602 
土石窯業 85 69 14 1,523 466 2,207 3,329 
（軽工業） 1,105 973 169 17,550 6,249 1,804 3,804 
食料品 163 119 40 2,301 1,275 1,934 3,188 
繊維類 660 582 69 8,432 1,942 1,449 2,814 


















1981 年賃金の伸び、重化学工業部門 42.3 倍、軽工業部門 43.2 倍）より多くの労働者を




















                                                   
25 佐野孝治「韓国における経済成長と民主化―労使関係を中心に」『商学論集』第 64 巻第 3 号、1996


































季報』、第 38 巻第 4 号、1989 年、66 ページ、同氏『韓国 NIES 化の苦悩―経済開発と民主化のジレ
ンマ―［増補 2 版］』同文舘出版、2002 年、100～101 ページ。 
28 朴一、同上書、101 ページ。 
29 朴一、前掲論文、67 ページ。 
30 趙鳳彬「財閥の形成と肥大化」経済評論増刊『韓国経済の分析』日本評論社、1988 年、114～115 
ページ。また、「与えられた帰属財産には、銀行 43 件、化学工業 60 件、商業 136 件、電気業 51 件、 
農場 89 件、繊維工業 248 件、漁業 31 件、食料品・醸造業 422 件、燃料業 42 件、家具業 22 件、保 
険業 27 件、皮革業 21 件、機械工業 322 件、金属工業 84 件、製粉業 96 件、鉱業 74 件、窒素工業 60 




















表１－６   韓国における 10 大財閥の変遷（売上高基準）     
1955 年 1960 年 1972 年 1979 年 1987 年 1994 年 1998 年 2001 年 
三養社 三星 三星 現代 現代 三星 現代 三星 
大韓石炭公社 三護 ＬＧ ＬＧ 三星 現代 三星 現代 
韓国産業銀行 開豊 韓進 三星 ＬＧ ＬＧ 大宇 ＬＧ 
楽喜化学工業 大韓 新進 大宇 大宇 大宇 ＬＧ ＳＫ 
金星紡績 ＬＧ 双龍 暁星 ＳＫ SK ＳＫ 現代自動車 
全南紡績 東洋 現代 国際商事 双龍 双龍 韓進 韓進 
北三化学公社 極東 大韓 韓進 韓国火薬 韓進 双龍 ロッテ 
韓国肥料公社 韓国ガラス 韓国火薬 双龍 韓進 起亜 韓国火薬 韓国火薬 
現代建設 東林産業 極東 韓国火薬 暁星 ロッテ 錦湖 斗山 
南益 泰昌紡績 大農 ＳＫ ロッテ 韓国火薬 東亜 錦湖 
（出所）李憲昶『韓国経済通史』法政大学出版会、2006 年、592 ページ、＜表 11－23＞、抜粋。 
 
                                                   
31 榊原芳雄『韓国の財閥』日本貿易振興会、1982 年、4 ページ。 
32 郭洋春「韓国経済の発展における財閥の位置と役割―国家資本と『財閥』の癒着関係を中心として 




























表１－７   主要財閥における商業借款導入先と導入事業     
借款導入者 推進事業 借款導入先 契約額（最終） 確定年度 
韓国肥料（三星） 尿素肥料工場建設 アメリカ、日本 3,800 万ドル 1965 
湖南精油（LG） 第 2 精油工場（日産 6 万バレル） アメリカ 4,500 万ドル 1967 
京仁エネルギー 発電設備、精油工場 アメリカ、イギリス 6,000 万ドル 1969 
双龍洋灰 大単位セメント工場（220 万） アメリカ、日本 3,800 万ドル 1967 
  セメント工場増設、工場建設 
アメリカ、パナマ、イギリス、
フランス 
2,700 万ドル、7,500 万フランスフラン 1969 
東洋ナイロン（暁星） ナイロン糸工場（日産 7.5M/T） 日本、西ドイツ 1,500 万ドル 1968 
鮮京合繊 ポリエステル（日産 24.5M/T） 日本、アメリカ 1,600 万ドル 1969 




日本、アメリカ 1,700 万ドル 1969 
豊韓産業 織物導入（年産 10,500 千 yds） ベルギー 10,400 ベルギーフラン 1970 
韓一合繊 アクリル繊維（日産 7.5M/T） 日本 2,000 万ドル 1966 
大韓船舶 新造貨物船導入 イタリア、イギリス 2,900 万ドル 1967 
汎用商船 タンカー導入 アメリカ 3,000 万ドル 1971 










3,000 万ドル，300 万スウェーデンクローネ 1978 
大宇重工業 ディーゼルエンジン工場建設 香港 7,200 万ドイツマルク 1974 
                                                   













500 万ドル、5,600 万フランスフラン、11 億






11 億 8,500 万ベルギーフラン、1,300 万ポン
ド、4,500 万ドル 
1974、1975 







フラン、1 億スイスフラン、6,300 万ドル 
1976－1978 
南海化学 第 7 肥料建設および現金借款 
アメリカ、日本、イギリス、パ
ナマ 
2 億 2,600 万ドル、33 億 3,000 万円 1974、1976、1977 
三星石油化学 TPA 工場建設 
アメリカ、シンガポール、デ
ンマーク 






3,700 万ドル、1,300 万ポンド、255 億 3,700
万円 
1976、1978 
韓国ダウケミカル 電解工場建設 イギリス 3,400 万ポンド、3,700 万ドル 1976 
東西化学 第 2AN モノマー工場建設 日本、パナマ 70 億 3,300 万円、300 万ドル 1976 













鮮京 ポリエステル SF 糸工場建設 イギリス、フランス 3,100 万ドル 1976 
コーロンポリエステル ポリエステル工場増設および原料 アメリカ、イギリス 3,500 万ドル、300 万ポンド 1973－1975 




イギリス 3,000 万ドル 1980 
大韓造船公社 輸出船建造 香港 3,100 万ドル 1981 
湖南精油（LG） 精油工場増設 アメリカ 2 億ドル 1980 
極東精油 重油分解設備 イギリス 2 億 200 万ドル 1985 
起亜産業 車両設備および生産設備 フランス 5,000 万ドル 1984 
大宇自動車 前輪駆動小型自動車開発 日本、香港 8,000 万ドル 1985 
現代自動車 前輪駆動型自動車生産 イギリス、日本、香港 1 億 4,200 万ドル 1982、1984 




アメリカ 6,100 万ドル 1981 
三星半導体通信 半導体生産工場設備増設 イギリス、日本 1 億 7,100 万ドル 1984、1985 
三星コーニング カラーテレビブラウン管製造 アメリカ 4,300 万ドル 1981 




フランス 9,500 万ドル 1981 
第一合繊（三星） アクリル SF 糸新設 イギリス 3,700 万ドル 1979 
韓国ガラス工業 フロートガラス工場建設 香港 3,600 万ドル 1984 
現代自動車 自動車設備増設 日本 3,000 万ドル 1986 
起亜産業 輸出戦略型小型乗用車生産設備 シンガポール 4,000 万ドル 1986 




イギリス 4,000 万ドル 1986 
三星石油化学 高純度 TPA 生産設備増設 イギリス 4,000 万ドル 1986 













1970 年代に入って、第 3 次および第 4 次 5 カ年経済開発計画における重化学工業化
や技術革新向上などの方針が打ち出されると、財閥は系列企業の数を増やし、ますます
拡大のテンポを速めた。製造業部門からサービス業部門まで非関連分野への多角化を急
速に推し進め、「1974 年から 1980 年にかけて上位財閥の傘下企業は、現代が 6 から 60





















                                                   
34 榊原芳雄、前掲書、5 ページ。 
35 高龍秀『韓国の経済システム―国際資本移動の拡大と構造改革の進展―』東洋経済新報社、2000
年、64 ページ。 
36 鄭章淵『韓国財閥史の研究―分断制資本主義と韓国財閥―』日本経済評論社、2007 年、139 ページ。 
37 鄭章淵「韓国財閥史的展開論Ⅲ―重化学工業時代と財閥資本―」駒澤大学経済学会『経済学論集』





表１－８   財閥の産業別付加価値比率（1978 年）            （単位：％） 
  財閥数 
  1～46 1～5 6～10 11～20 21～46 
農林漁業 0.08 0.05 0.00 0.03 0.00 
鉱業・採石業 5.54 4.56 0.00 0.98 0.00 
製造業 42.98 18.39 5.03 9.82 9.74 
建設業 37.01 15.51 13.84 2.38 5.28 
電気・ガス・水道業 0.64 0.64 0.00 0.00 0.00 
運輸・倉庫・通信業 17.92 12.57 3.18 1.64 0.53 
卸小売・飲食・宿泊業 4.63 2.22 0.15 1.92 0.34 
金融・保険・不動産業 32.17 22.96 1.34 2.57 5.30 
その他・サービス業 17.11 8.12 2.77 3.13 3.09 










いて顕著にあらわれており（製造業 18.39％、建設業 15.51％、運輸・倉庫・通信業 12.57％、
金融・保険・不動産業 22.96％）、同事態を証左しえよう。 
表１－９には、1970 年代から産業部門の中心となった製造業部門における主要財閥の
指標を示した。付加価値総額の対 GDP 比では、5 大財閥で 1973 年 8.8％から 1978 年
18.4％に、46 大財閥の同比率は同期間に 31.8％から 43.0％と国内総生産のおよそ半分
を占めるという驚異的な比重を示している。1978 年の重化学工業付加価値生産に占める
財閥比率は、5 大財閥で 32％、46 大財閥で 60％にも達し、他方、1～46 大財閥の製造
業部門における産業別付加価値比率を詳細部門で検討しても、組立金属製品・機械・装
備は 82.7％と極めて高く、次いで木材・木製品 73.2％、非金属鉱物製品 70.1％とつづ
き、その他諸部門は化学・石油・鉱物性燃料等 38.0％、繊維・衣服・皮革類 34.4％、飲
食料品・タバコ 24.9％、一次金属 22.8％となっている39。1970 年代を画期とした重化
学工業化に対する財閥の役割は充分に果たしていたといえる。ただし、この「工業化」
過程では、莫大な資本と高度な技術が要求されたため、企業間格差は一層大きなものと 
                                                   
38 朴一、前掲論文、73～76 ページ。 




表１－９   製造業部門における主要財閥の付加価値総額と対 GDP 比              （単位：10 億ウォン、％） 
          1973 年 1975 年 1978 年 
  付加価値総額 対 GDP 比 付加価値総額 対 GDP 比 付加価値総額 対 GDP 比 
5 大財閥 97.88 8.8 261.67 12.6 895.47 18.4 
10 大財閥 154.49 13.9 391.12 18.8 1,140.50 23.4 
20 大財閥 241.96 21.8 599.94 28.9 1,618.76 33.2 
46 大財閥 353.58 31.8 757.32 36.5 2,092.65 43.0 
（出所）朴一「東アジアの工業化と国内資本―韓国財閥の成長とその役割」立正大学経済学研究所『経済学季報』、第
38 巻第 4 号、1987 年、76 ページ、表 5、司空壹『韓国経済 新時代の構図』東洋経済新報社、1994 年、66 ページ、表 4














1980 年代は、1980 年のマイナス成長にはじまり、1985 年プラザ合意による貿易収支の
黒字転換など、経済動向に大きな動きがみられた時期であった。財閥に関しても、今ま
で蓄積されてきた経済力集中の実態が明らかになった。1982 年時点で、30 大財閥の総
売上額は 36 兆 6,318 億ウォンで、国民総生産（GNP：Gross National Product）のお
よそ 76％にあたり、市場占有率（1982 年製造業部門）は約 78.9％、その独寡占品目は
1,700 を超えている42。表１－１０では、製造業部門に占める 5～30 大財閥の、系列企
業数、出荷額、雇用における比率推移を示している。系列企業数が各財閥で多いことは
周知のことであるが、出荷額では 1～10 大財閥（1～5 大財閥含む）のみがその比率（1977
年 21.2％→1989 年 27.3％）を顕著に伸ばしていること、雇用占有率の停滞にみてとれ
るように大財閥による製造業分野の雇用が実現されていないこと、が看取できる。 
他方で、1980 年代には R&D 産業に積極的に取り組むようになり、三星は半導体産業
で成功し、現代は重化学工業分野における先端産業化とメカトロニクス化による戦略で 
                                                   
40 朴一、前掲論文、76 ページ。 
41 郭洋春、前掲論文、216～231 ページ。 




表１－１０   製造業部門における 5～30 大財閥の支配力の推移         
  系列企業数（社） 商品出荷額に占める比重（％） 雇用占有率（％） 
  5 大 10 大 20 大 30 大 5 大 10 大 20 大 30 大 5 大 10 大 20 大 30 大 
1977 99 158 276 337 15.7 21.2 29.3 34.1 9.1 12.5 17.4 20.5 
1982 89 153 223 271 16.9 23.8 31.4 36.0 9.1 12.5 17.4 20.5 
1985 94 147 218 270 23.0 30.2 36.4 40.2 9.7 11.7 15.5 17.6 
1989 91 141 215 262 21.4 27.3 32.3 35.4 9.9 12.1 14.9 16.9 
（出所）司空壹『韓国経済 新時代の構図』東洋経済新報社、1994 年、225 ページ、付表 22、および李憲昶『韓国経済通

























                                                   
43 鄭章淵「韓国財閥史的展開論Ⅳ―民主化の進展と財閥資本の新展開―」、前掲書（脚注 37）、第 37
巻第 2・3・4 合併号、2006 年 3 月、38～59 ページ。 
44 鄭章淵、前掲書、280~283 ページ。 
45 朴一、前掲論文、77～83 ページ。 




製造業部門での負債比率（自己資本に対する負債額の比率）は、韓国 1996 年 317％、
日本 1995 年 206％（以下同年）、アメリカ 160％、台湾 86％であり47、1990～1997 年
平均の財閥の負債比率は、現代グループ 418.2％、三星 312.7％、大宇 346.7％、LG355.2％、




























                                                   
47 高龍秀、前掲書、65 ページ。 






















は「経済の難局克服」1に追われることとなった。政府は、2008 年 11 月に「経済難局克
服総合対策」として総額 14 兆ウォン（GDP 比 1.5％相当）の予算を投じた2。さらに 2009
年 1 月には「グリーンニューディール政策」を掲げて、その後の 4 年間で総額 50 兆ウ
ォン（GDP 比 5.5％相当）を投入すること、この政策で 96 万人の雇用創出を図ろうと
する方案を打ち出した3。その他の政策も含め、かかる状況下でこうした大規模な対策を
試みたが、物価は上昇しつづけ、賃金格差は拡大し、雇用環境は依然として不安定であ
                                                   
1 政府が、この経済危機の応対として 2008 年 11 月 3 日に「経済難局克服総合対策」を講じたことか
ら、この表現を援用している。この対策の内容については、脚注２を参照されたい。 
2 この政策・予算の内容は、①公共投資及び地方経済活性化 4.6 兆ウォン、②中小企業・零細自営企
業・農漁業従事者の支援 3.4 兆ウォン、③低所得者層福祉支援拡大 1.0 兆ウォン、④青年などの失業
対策強化 0.3 兆ウォン、⑤地方財政支援拡大 1.1 兆ウォン、⑥有価証券、為替レートの調整マイナス
0.4 兆ウォン、⑦外貨保有・運用の拡充（予算提示なし）、⑧公企業の投資拡大 1.0 兆ウォン、⑨税制
支援拡大 3.0 兆ウォンとなっている。企画財政部（http://mosf.go.kr/）内、「경제난국 극복 종합대 
책」、「재정지출 10 조・공기업투자 1 조・세제지원 3 조 추가 확대」参照（ともに 2011 年 8 月 14 
日アクセス）。また、企画財政部『2008 년 경제백서』2010、pp.101～103 を参照。 
3 この政策では、核心事業として、①4 大河川整備及び周辺整備 14.4 兆ウォン、②グリーン交通網の
構築 9.6 兆ウォン、③グリーン国家としての情報インフラの構築 0.3 兆ウォン、④代替水資源の確保
及び環境に合う中小ダムの建設 0.9 兆ウォン、⑤エコカー及びクリーンエネルギーの普及 2.0 兆ウォ
ン、⑥資源再活用の拡大 0.9 兆ウォン、⑦山林バイオマスの活性化 2.4 兆ウォン、⑧エネルギー節約
型グリーンホーム（住宅）・オフィス、学校の建設事業 8.0 兆ウォン、⑨快適な（環境に優しい）生
活空間の形成 0.4 兆ウォンを挙げている。企画経済部（http://mosf.go.kr/）内の政策項目のう「50 조 
원 투입 녹색뉴딜로 96 만개 일자리 창출」、「일자리 창출을 위한『녹색뉴딜사업 추진방안』발 






2009 年には双竜自動車（国内自動車業界販売量第 5 位）が破綻4、2011 年 2 月には釜






ジニ計数も上昇（2000 年 0.279→2010 年 0.315）5しつづけている。2008 年以後の社会
状況について、「基準によって多少の差異はあるが、最近の貧困率は 15％を超えた。6




表２－１   消費者物価指数の変化（2005＝100） 
  1990 1995 2000 2002 2004 2006 2008 2010 
総指数 51.7 69.8 84.8 90.7 97.3 102.2 109.7 116.1 
食料品・非酒類飲料 45.7 62.3 77.7 85.6 96.9 100.5 108.2 123.8 
酒類・タバコ 43.1 55.9 74.2 83.7 87.0 99.8 100.8 102.3 
衣服・靴 67.3 81.3 89.7 95.3 99.0 102.7 108.1 116.9 
住居・水道・光熱 51.3 69.8 83.9 91.3 98.1 102.9 109.7 113.6 
家具類・家事用品 72.6 85.9 89.6 93.1 97.9 101.8 111.2 117.3 
保健医療 55.0 69.0 84.9 94.2 97.8 102.0 105.8 110.2 
交通 38.5 58.2 84.2 88.4 95.2 104.6 117.9 119.3 
通信 137.9 125.7 117.9 109.1 101.8 98.7 95.3 94.3 
教養・娯楽 77.0 90.3 98.0 98.8 99.7 97.9 98.0 101.2 
教育 34.9 58.6 77.6 85.7 95.8 104.9 117.2 122.8 
外食・宿泊 48.0 75.2 86.3 90.7 97.6 101.9 108.8 115.6 
その他雑費 59.8 73.7 89.0 95.6 99.3 104.9 119.1 132.6 
（注）小数点第 2 位以下は切り捨てている。 
   
（出所）統計庁（http://www.kosis.kr/）参照、作成。 
   
 
                                                   
4 破綻したのち 2010 年にインドの自動車メーカー、マヒンドラ＆マヒンドラ社（Mahindra＆Mahin- 
-dra Limited : M＆M）が双竜自動車を買収。双竜自動車の株式の 70％を保有している（http://www. 







表２－２   中位所得の増加と相対的貧困率の悪化         （単位：1,000 ウォン、％） 
     1990 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 
    都市（２人以上非農家） 順に全国（２人以上非農家）、都市（２人以上非農家） 
中位所得（平均） 
当初所得 406  849  951  1,007  881  912  1,007  1,095  1,179  1,247  1,288  1,315  1,347  1,372  1,407  
可処分所得 395  824  922  978  851  881  963  1,051  1,131  1,193  1,221  1,251  1,290  1,313  1,339  
中位所得 
１５０％以上 
当初所得 18.5  18.1  18.3  18.5  20.9  20.8  19.9  20.5  21.0  19.4  18.5  20.6  20.1  20.2  19.8  
可処分所得 17.5  16.9  17.2  17.8  19.5  19.6  19.0  19.5  19.8  18.2  17.6  19.2  18.6  19.2  18.9  
中位所得 
５０～１５０％未満 
当初所得 73.7  73.5  72.6  72.7  67.7  67.0  69.7  68.2  67.9  67.6  69.4  65.5  67.1  65.1  66.6  
可処分所得 75.4  75.3  74.5  74.1  69.6  68.9  71.7  70.4  70.3  70.4  71.8  68.7  70.0  68.0  69.2  
相対的貧困率 
（中位所得５０%未満） 
当初所得 7.8  8.3  9.1  8.7  11.4  12.2  10.4  11.3  11.1  13.1  12.1  13.8  12.8  14.7  13.6  
可処分所得 7.1  7.7  8.2  8.2  10.9  11.4  9.2  10.1  10.0  11.4  10.6  12.1  11.4  12.9  11.9  
                                  
    2006 2007 2008 2009 2010 
    順に全国（１人及び農家含む）、全国（２人以上非農家）、都市（２人以上非農家） 
中位所得（平均） 
当初所得 1,381  1,426  1,462  1,435  1,499  1,538  1,491  1,554  1,611  1,528  1,599  1,620  1,625  1,691  1,711  
可処分所得 1,332  1,367  1,398  1,391  1,434  1,462  1,450  1,497  1,540  1,475  1,532  1,557  1,569  1,622  1,642  
中位所得 
１５０％以上 
当初所得 22.7  21.7  21.3  23.1  21.8  21.7  23.7  22.8  22.6  23.2  22.1  22.0  22.3  21.5  21.5  
可処分所得 21.0  19.9  19.8  21.3  20.4  20.4  21.7  20.9  21.2  21.6  20.1  20.0  20.9  20.1  20.0  
中位所得 
５０～１５０％未満 
当初所得 60.7  63.5  65.0  59.6  62.7  63.5  58.8  62.1  62.7  58.7  62.5  62.6  59.7  63.6  63.7  
可処分所得 64.6  67.4  68.3  63.9  66.7  67.0  63.1  66.3  66.3  63.1  66.8  66.9  64.2  67.5  67.5  
相対的貧困率 
（中位所得５０%未満） 
当初所得 16.6  14.8  13.8  17.3  15.5  14.9  17.5  15.0  14.7  18.1  15.4  15.4  18.0  14.9  14.9  
可処分所得 14.3  12.6  11.9  14.8  12.9  12.6  15.2  12.9  12.5  15.3  13.0  13.1  14.9  12.5  12.5  
（出所）統計庁（http://www.kosis.kr/）参照、作成。 
























さらに、こどもの幸福指数は、OECD 加盟国のなかで 2009 年から 3 年連続して最下
位である7。自殺比率も 10 万人のうち 28.4 人で OECD 加盟国中、最も悪く（日本 19.7





年には 1 人あたり GDP が 2 万ドルを超えた。アジアの「ハブ」を目指すために 2001
年に始動した韓国の仁川国際空港は、国際空港評議会（ACI：Airports Council 
International ）の選定で 2005 年から 8 年連続、世界第一の世界最優秀空港である10。









                                                   
6
 김수현・이현주・손병돈『한국의 가난』한울아카데미,2011,pp.4-5. 
7 数値は韓国方定煥財団（http://www.korsofa.org/）内、「2011 어린이-청소년 행복지수의 국제비 
교 조사결과」参照（2011 年 8 月 3 日アクセス）。 
8 数値は OECD（http://www.oecd.org/）参照。ここでは 2009 年の値。 
9 数値は統計庁（http://www.kosis.kr/）参照。 
10 ACI（http://www.aci.aero/）参照。 
11 数値は同上参照。ここでは 2010 年の数値。 
































                                                   
15 禹晳熏・朴権一（金友子・金聖一・朴昌明訳）、前掲書、299 ページ。 
16 ワシントン・コンセンサスについては、 John Williamson, ed., ”What Washington means by 
policy reform”, Latin American Adjustment : How much has happened?, Institute for International 
Economics, Washington, D.C., 1990 を参照。1970～1980 年代に工業化の代償として深刻化したラ
テンアメリカの累積債務問題解決のため、同氏は IMF や世界銀行が中心となって推し進めた構造調
整政策を「ワシントン・コンセンサス」として整理した。その政策は、①Fiscal Deficits（財政赤字の
是正）、②Public Expenditure Priorities（公共支出におけるプライオリティの見直し）、③Tax Re- 
-form（税制改革）、④Interest Rates（金利自由化）、⑤The Exchange Rate（市場によった為替レ
ート）、⑥Trade Policy（貿易政策・貿易自由化）、⑦Foreign Direct Investment（外国直接投資の
受け入れ促進）、⑧Privatization（民営化の推進）、⑨Deregulation（規制緩和の促進）、⑩Property 
Rights（財産権の確立と保護）、の 10 項目となっている。 
17 高龍秀『韓国の経済システム―国際資本移動の拡大と構造改革の進展―』東洋経済新報社，2000




































                                                   
18 韓国銀行『1997 年度 年次報告書』、1 ページ。 
19 佐野孝治「韓国のグローバル化志向輸出主導型成長モデル―日本は『韓国モデル』に学ぶべきか」













1996 年は 145 億ドルの流入であったが、1997 年にマイナス 180 億ドル、1998 年マイ
ナス 206 億ドルと一挙に流出している。資本収支全体では、1996 年 233 億ドルから 1997














2003 年から米 Lone Star が 51.02％所有し23、SC 第一銀行に対しては 2005 年から英
Standard Chartered が 100％の資本出資24、2004 年には韓美銀行が米 City Bank に買
収されるなど25、銀行資本の外国勢への受け渡しが顕著に見られる。実物面でも金融面 




22 以下本文の銀行の数値については、各ウェブサイト 2011 年 8 月 3 日アクセス。 
23 外換銀行（http://www.keb.co.kr/）参照。 





表２－３   国際収支整理表：経常収支             （単位：100 万ドル） 
  1990  1992  1994  1996  1997  1998  1999  2000  2002  2004  2006  2007  2008  2009  2010  
経常収支 -1,390 -2,239 -3,507  -22,953  -8,182  42,644  24,479  14,803  7,542  32,312  14,083  21,770  3,198  32,791  28,214  
 財収支 -2,297 -411 -3,114  -15,461  -3,860  43,237  27,893  18,656  15,203  39,661  31,433  37,129  5,170  37,866  41,904  
  財輸出（FOB） 63,901 77,719  94,978  129,666  138,221  133,912  144,857  178,049  164,190  260,143  336,494  389,569  434,652  358,190  464,287  
  財輸入（FOB） 66,199 78,131  98,092  145,128  142,082  90,675  116,965  159,394  148,987  220,482  305,061  352,439  429,481  320,324  422,383  
 サービス収支 -101 -2496 -1,124  -5,563  -2,432  1,705  -158  -2,036  -6,442  -5,957  -13,331  -11,967  -5,734  -6,640  -11,229  
  サービス収入 10,240 11,181 17,588  24,217  27,213  26,354  27,143  31,540  30,557  44,540  56,842  72,995  90,635  73,580  82,719  
  サービス支出 10,341 13,678 18,712  29,781  29,645  24,649  27,302  33,577  36,999  50,498  70,174  84,962  96,369  80,221  93,949  
 所得収支 -140 -423 -549  -1,878  -2,512  -5,617  -5,124  -2,382  399  1,042  75  135  4,435  2,277  768  
  所得収入 2,841 2,422  2,772  3,601  3,821  2,695  3,279  6,414  6,867  9,369  14,088  18,915  21,653  14,514  15,879  
  所得支出 2,981 2,845  3,322  5,480  6,333  8,313  8,404  8,797  6,467  8,328  14,014  18,780  17,218  12,238  15,111  
 経常移転収支 1,149 1,091  1,280  -49  623  3,320  1,869  566  -1,618  -2,432  -4,092  -3,527  -673  -711  -3,229  
  経常移転収入 2,454 3,238  3,672  4,279  5,288  6,737  6,421  6,500  7,314  9,151  9,588  11,158  14,070  12,700  13,396  
  経常移転支出 1,304 2,147  2,392  4,328  4,665  3,416  4,552  5,934  8,932  11,583  13,680  14,685  14,744  13,412  16,626  
（注）100 万ドル以下を四捨五入もしくは切り捨てているため、各項目における合計と合わない場合がある。 
（出所）韓国銀行（http://www.bok.or.kr/）参照、作成。 
       
 
 
表２－４   国際収支整理表：資本収支・その他項目             （単位：100 万ドル） 
  1990 1992 1994 1996 1997 1998 1999 2000 2002 2004 2006 2007 2008 2009 2010 
資本収支 2,039  4,784  9,895  23,278  1,368  -4,762  2,676  10,388  4,790  3,245  7,962  -8,748  -57,600  34,015  1,763  
 投資収支 2,370  5,191  10,331  23,875  1,975  -4,933  3,065  11,003  5,876  4,997  11,088  -6,361  -57,709  33,726  1,937  
  直接投資収支 -263  -433  -1,652  -2,344  -1,605  1,182  5,538  4,802  -632  3,595  -7,588  -17,935  -16,941  -14,948  -19,380  
   海外直接投資 -1,051  -1,161  -2,461  -4,670  -4,449  -4,230  -3,796  -4,482  -3,024  -5,651  -11,175  -19,720  -20,251  -17,197  -19,230  
   外国人直接投資 788  728  809  2,325  2,844  5,412  9,333  9,283  2,392  9,246  3,586  1,784  3,311  2,249  -150  
  証券投資 162  5,951  6,232  15,102  14,384  -1,224  9,190  12,177  346  6,599  -23,230  -26,058  -2,406  49,728  38,552  
   国内人投資（資産） -499  76  -2,480  -6,412  1,076  -1,998  1,282  -520  -5,032  -11,776  -31,286  -56,436  23,484  1,436  -3,542  
   外国人投資（負債） 662  5,875  8,713  21,514  13,308  775  7,908  12,697  5,378  18,375  8,056  30,378  -25,890  48,292  42,094  
    持分証券（株式） 381  2,482  3,614  5,954  2,525  3,856  12,072  13,094  395  9,469  -8,391  -28,728  -33,623  24,856  23,026  
     国内株式 ―  2,035  1,960  4,373  777  3,988  5,860  12,234  -1,605  9,461  -13,272  -28,942  -33,469  25,066  22,970  
      国内株式資金流入 ―  2,716  8,560  12,422  12,526  12,810  43,612  62,786  73,032  122,620  237,367  371,890  318,831  227,365  273,460  
      国内株式資金流出 ―  -681  -6,599  -8,049  -11,748  -8,822  -37,752  -50,552  -74,637  -113,160  -250,640  -400,831  -352,300  -202,299  -250,490  
    負債性証券（債券） 281  3,392  5,099  15,561  10,783  -3,081  -4,164  -397  4,983  8,906  16,447  59,106  7,733  23,436  19,069  
  その他投資 2,549  -179  5,862  11,034  -10,716  -4,237  -11,149  -5,796  5,800  -7,218  41,421  32,188  -23,593  2,039  -17,228  
   国内人投資（資産） -2,424  -3,299  -7,368  -13,486  -13,567  6,693  -2,606  -2,400  1,410  -8,138  -7,945  -14,836  -13,742  1,688  -12,258  
   外国人投資（負債） 4,974  3,120  13,231  24,521  2,851  -10,930  -8,544  -3,396  4,390  920  49,367  47,023  -9,851  351  -4,971  
    借入 2,150  2,583  10,817  19,347  3,785  -1,507  -13,455  -4,858  1,934  -935  44,180  41,968  -24,140  7,848  -7,684  
     長期借入 -1,402  1,060  3,172  4,798  21,777  19,107  -16,093  -3,899  -3,148  -4,230  1,739  7,507  134  4,126  5,358  
     短期借入 3,552  1,523  7,645  14,549  -17,992  -20,615  2,638  -959  5,082  3,295  42,440  34,461  -24,274  3,723  -13,042  
  金融派生商品収支 -78  -148  -112  83  -88  -654  -514  -179  362  2,020  484  5,445  -14,770  -3,093  -7  
   金融派生商品資産 366  773  452  414  932  412  401  532  1,288  4,380  8,933  12,109  54,978  74,846  49,550  
   金融派生商品負債 -444  -921  -564  -331  -1,020  -1,066  -915  -711  -926  -2,360  -8,449  -6,665  -69,748  -77,939  -49,557  
 その他資本収支 -331  -407  -436  -597  -607  171  -389  -615  -1,086  -1,752  -3,126  -2,387  109  289  -174  
外貨準備増減 1,186  -3,708  -4,646  -1,388  11,922  -30,975  -22,983  -23,771  -11,799  -38,711  -22,113  -15,128  56,446  -68,666  -27,095  
誤差脱漏 -1,833  1,165  -1,740  1,065  -5,105  -6,906  -4,171  -1,420  -532  3,154  68  2,107  -2,044  1,861  -2,882  
（注）100 万ドル以下を四捨五入もしくは切り捨てているため、各項目における合計と合わない場合がある。また資本収支項目における詳細部分は、特徴的な項目をピックアップしている。  
（出所）韓国銀行（http://www.bok.or.kr/）参照、作成。 





らの資金を流入させている。それは、1990 年代と 2000 年代の国際収支の各項目の取引
額を比べれば、2000 年代の値が 1990 年代の 2～3 倍となっていることに示されている。 
特に押さえておくべきは、2000 年代の財貿易額が、リーマンショック下の世界的経済
不況のなかでも、継続して黒字（財収支 2007 年 371 億ドル→2008 年 51 億ドル→2009






















                                                   
26 2000 年代の韓国の政策金利（基準金利）は、2000 年 10 月の 5.25％から徐々に切り下げ、2004 年
11 月に 3.25％、その後順次切り上げ 2008 年 8 月には 5.25％と推移した。世界金融危機、世界同時不
況が広かるなか、同金利を順次切り下げ（2008 年 12 月には 3.00％、）2009 年 2 月には 2.00％となり、
2010 年上半期まで据え置いた。同金利は以降 2～3％台となっている（数値は韓国銀行 http://www.bok. 
or.kr/、参照）。他方、アメリカでは 2000 年 6.50％まで引き上げられていた政策金利が 2003 年には
1.00％となり、以降順次切り上げ（2005 年 9 月に 3.75％となり韓国の政策金利を上まわって）2006
年 6 月には 5.25％となった。サブプライムローン問題が顕現化し始めた 2007 年には 9 月に 4.75％と





表２－５   危機の諸影響（成長率の推移）  （単位：％） 




    製造業 建設投資 設備投資 
2005 4.0 6.2 2.0 4.6 -0.4 5.3 9.4 
2006 5.2 8.1 3.9 4.7 0.5 8.2 12.9 
2007 5.1 7.2 4.8 5.1 1.4 9.3 11.9 
2008 2.3 2.9 -0.6 1.3 -2.8 -1.0 4.6 
2009 0.3 -1.5 1.6 0.0 3.4 -9.8 -0.2 
2010 6.3 14.7 5.6 4.4 -3.7 25.7 16.0 
2011 3.7 7.3 1.5 2.4 -4.7 3.6 9.9 
2012 2.0 2.2 2.6 1.7 -2.2 -1.9 3.8 





表２－６   韓国の市場における株式所有者別構造         （単位：％、兆ウォン） 
  2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 
政府及び政府管理の企業 13.20 8.94 6.56 4.58 4.13 3.65 3.93 2.87 2.75 1.71 3.28 
機関投資家 16.43 15.35 15.28 15.70 17.01 18.56 20.80 19.98 11.69 12.04 13.45 
一般法人 19.93 17.12 19.82 18.77 17.95 18.02 18.13 20.96 28.34 21.24 28.01 
個人 23.47 26.42 25.55 23.29 20.80 22.59 21.98 25.25 29.96 34.57 24.09 
外国人 26.98 32.17 32.79 37.67 40.10 37.17 35.16 30.94 27.25 30.44 31.17 
総計額 215 307 296 392 443 725 776 1,051 621 972 1,236 
（注）時価総額基準における比率。1,000 億ウォン以下は切り捨てて比率を算出している。証券、株含む。 
（出所）韓国取引所（http://www.krx.co.kr/）参照、作成。 


















表２－７   1995～2008 年対外債務構成       （単位：100 万ドル） 
  1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 
対外債権 94,380 111,120 106,148 129,275 146,095 166,954 163,675 184,253 230,086 288,915 317,070 380,904 420,557 348,158 
対外債務 119,799 157,363 174,231 163,807 152,936 148,119 128,687 141,471 157,394 172,259 187,882 260,061 383,152 380,495 
  その他部門（企業） 40,426 51,270 60,475 53,410 52,728 56,190 54,216 60,510 72,794 81,395 88,920 103,637 136,654 157,601 
   民間企業 36,651 46,108 51,865 44,228 44,024 46,257 43,002 45,380 54,748 62,981 67,531 79,035 104,769 119,430 
    長期 26,279 31,603 38,119 36,961 37,311 36,778 35,541 38,885 48,764 55,575 58,932 69,891 94,311 105,654 
    短期 10,373 14,506 13,746 7,267 6,712 9,480 7,462 6,495 5,984 7,406 8,599 9,143 10,458 13,776 
   公企業 3,374 4,235 6,895 7,744 7,653 8,601 7,361 6,878 7,391 7,147 6,444 8,475 7,712 9,756 
   非銀行金融会社 401 927 1,715 1,438 1,051 1,332 3,853 8,252 10,655 11,268 14,945 16,127 24,173 28,414 
  銀行部門 71,994 99,417 91,051 72,506 67,627 61,464 51,300 58,471 67,728 74,491 83,429 136,536 192,880 171,720 
   海外支店 18,357 22,218 25,755 18,868 17,760 16,295 13,860 19,227 22,389 23,918 25,041 54,422 83,921 72,325 
    長期 2,645 3,291 3,815 2,805 2,636 1,865 1,450 2,085 2,697 2,922 1,734 2,588 4,576 4,590 
    短期 15,712 18,927 21,941 16,063 15,124 14,430 12,410 17,142 19,692 20,996 23,307 51,835 79,345 67,736 
   国内銀行 53,636 77,199 65,296 53,638 49,867 45,168 37,440 39,244 45,339 50,574 58,388 82,113 108,959 99,394 
    長期 25,083 35,011 37,993 38,586 31,233 22,259 19,632 18,232 24,256 27,120 30,419 37,854 54,317 54,151 
    短期 28,553 42,188 27,303 15,052 18,633 22,910 17,807 21,012 21,083 23,454 27,969 44,259 54,642 45,243 
  通貨当局 731 575 11,519 21,953 12,784 11,250 4,891 4,902 5,299 5,983 7,068 9,609 21,869 30,046 
    長期 670 513 11,428 21,064 10,997 9,560 3,016 2,923 3,197 4,007 4,845 5,704 12,312 12,952 
    短期 62 61 92 889 1,787 1,690 1,875 1,980 2,103 1,976 2,223 3,906 9,557 17,094 
  一般政府 6,648 6,102 11,185 15,938 19,798 19,215 18,280 17,587 11,573 10,389 8,465 10,279 31,749 21,128 
 総対外長期債務 64,944 81,477 110,473 124,227 109,879 98,462 88,394 93,291 106,589 115,912 121,971 146,312 222,903 229,439 









れたが、韓国の場合、1997 年時とは違って 2008 年時には外貨準備高を十分に確保（1996






                                                   














第２節  1990～2000 年代グローバリゼーションと輸出主導型経済構造 
 
2010 年の韓国経済の産業構成は、GDP の内訳で見ると、表２－８に示しているとお
り農林漁業 2.7％、鉱業・製造業 27.7％、サービス業 59.9％となっている。財生産と財
貿易に支えられている韓国は、1990～2010 年の GDP の伸びが 2.82 倍、そのうち電気
電子機器は 17.92 倍、輸送機械は 5.85 倍を記録している。また、表２－９から看取でき
るように、2010 年の輸出総額に占める比率は電気電子製品が 34.2％、輸送機械が 22.7％
（属する機械類で見ると 31.1％）と両部門を合わせて圧倒的なシェアとなっている。伸
び率も同様に、1990～2010 年にかけて輸出総額 7.17 倍、輸入総額 6.08 倍のなか、電
気電子製品の輸出額 8.88 倍および同輸入額 6.79 倍、輸送機械の輸出額 17.66 倍および






                                                   
29 柿崎繁「現代グローバリゼーションの一考察～アメリカ覇権の構造と関連して～」法政大学経済学














契機とした韓国の徹底した市場自由化や 2001 年中国の WTO 加盟もあり、中国との貿
易額が急増した。中国との貿易増大は、輸出額 1990 年 6 億ドル→2010 年 1,168 億ドル
で 194.6 倍、同期間輸入額 22 億ドル→715 億ドルで 32.5 倍という極めて高い伸び率に 
 
 
表２－８   GDP における経済活動部門別主要指標 （単位：１０億ウォン） 
  1990 1995 2000 2005 2010 
農林漁業 20,613  23,406  24,883  25,853  28,475  
鉱業 2,229  2,184  1,954  1,993  1,758  
製造業 69,375  102,787  155,888  213,646  287,600  
 飲食品，タバコ 8,398  9,675  10,919  11,251  11,569  
 繊維、皮革 13,289  9,887  11,874  10,911  11,422  
 木材，紙，出版，印刷 5,113  6,644  7,534  7,647  9,187  
 石油，石炭，化学製品 12,130  20,113  28,543  36,770  42,865  
 非金属鉱物製品 4,380  6,417  6,598  7,619  9,351  
 金属組立 14,655  21,846  27,501  35,583  36,253  
 一般機械 4,551  9,830  12,517  17,694  29,681  
 電子，電気機器 4,989  9,367  26,554  50,337  89,437  
 精密機器 815  1,723  2,394  3,245  4,643  
 輸送機器 7,173  13,892  19,995  29,129  41,980  
 家具，その他製品 4,257  3,515  4,159  3,460  4,499  
電気，ガス，水道 4,802  8,290  12,772  17,612  22,020  
建設 42,797  57,005  49,074  59,285  61,682  
卸小売，飲食，宿泊 43,218  60,403  76,102  82,470  96,879  
運輸，倉庫 15,436  21,121  29,472  35,292  42,367  
金融保険 18,435  36,063  37,930  53,395  69,080  
不動産，賃貸 30,782  46,273  56,529  63,215  66,571  
公共行政、国防 30,315  37,600  43,281  48,201  55,821  
教育サービス 27,801  33,813  38,066  46,502  52,659  
保健，社会福祉 14,133  20,314  23,482  28,558  39,510  
その他サービス 6,964  10,353  12,970  15,610  18,160  
情報通信 4,770  10,633  22,727  36,256  43,473  
事業サービス 14,700  24,113  30,817  37,893  43,212  
文化，娯楽サービス 2,630  5,159  7,279  10,111  12,562  
総付加価値（基礎価格） 335,197  485,055  620,985  775,890  940,853  
純生産物税 33,515  53,933  73,518  89,351  101,396  












表２－９   産業部門別の輸出入額推移  （単位：100 万ドル） 
  
1990 1995 2000 2005 2010 
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 
農林水産物 2,666 7,360 3,359 12,319 3,066 10,783 3,424 15,338 5,570 24,251 
鉱産物 1,206 12,885 5,115 24,240 10,987 43,225 16,173 74,454 36,075 140,815 
鉄鋼金属製品 6,491 6,712 10,518 13,652 11,263 13,055 22,232 10,463 38,291 46,216 
機械類 8,436 14,742 23,300 29,445 34,079 32,576 79,812 16,751 145,430 60,443 
 精密機械 238 375 353 952 694 3,924 959 2,715 3,366 13,899 
  半導体製造用装備 1 45 28 407 406 3,347 687 2,144 2,236 10,183 
 輸送機械 5,998 3,747 16,376 7,988 24,956 8,558 56,688 4,369 105,960 17,953 
  自動車 1,971 400 8,439 652 13,221 880 29,506 491 35,411 3,540 
  自動車部品 398 713 939 1,779 2,122 1,858 8,435 1,629 18,963 4,948 
電気電子製品 18,001 12,225 44,602 27,278 68,932 30,010 107,437 37,756 159,897 83,125 
 電子部品 5,949 5,520 20,805 12,073 32,229 13,847 40,867 19,597 93,538 43,242 
  半導体 4,541 4,222 17,695 9,048 26,006 10,524 29,986 15,547 50,707 31,137 
  FPD およびセンサー 29 32 147 197 284 193 4,783 413 32,589 5,297 
化学工業製品 3,136 9,752 10,091 16,930 15,734 16,749 29,894 28,245 51,624 44,752 
繊維類 14,766 2,316 18,656 5,214 18,783 4,788 13,946 6,765 13,899 9,924 
プラスティック・ゴム・皮革製品 2,035 2,686 4,556 3,467 5,128 2,926 7,392 4,702 11,285 8,469 
生活用品・雑誌類 8,278 1,165 4,962 2,573 4,294 3,029 4,110 2,736 4,312 7,218 
総額 65,016 69,844 12,058 135,119 172,268 160,481 284,419 261,238 466,384 425,212 
（注）各部門において 10万ドル以下を四捨五入しているため、輸出入総額が各部門合計と合わない場合がある。また、各産業の詳細な部門に
ついては特徴的な部門をピックアップしている。FPDとはフラットパネルディスプレイを指し、以下の表においても同様な意味として FPDと表記し
ている。なお、図表・本文での貿易における産業分類の数値は、韓国が独自に行っている MTI（Minister of Trade and Industry）分類に依ってい
る。この MTI は、HS（Harmonized Commodity Description and Coding System）コードや SITC（Standard Intarnational Trade Classification）分
類と連係しており、詳しくは、韓国貿易協会（http://www.kita.net/）、貿易統計の韓国貿易統計内にある統計分類コードを参照されたい。 
（出所）韓国貿易協会（http://www.kita.net/）参照、作成。 











ている貿易依存度（名目 GDP に対する通関ベースの貿易額の比率、1990 年 49.8％→







表２－１０   貿易額の推移から見る輸出入急拡大、貿易依存の本格化＝深刻化 （単位：100 万ドル） 
輸出 
  1990 1995 2000 2005 2006 2007 2008 2009 2010 
アジア 24,638 61,564 81,093 146,914 168,447 188,790 214,051 190,760 255,177 
 日本 12,637 17,048 20,466 24,027 26,534 26,370 28,252 21,770 28,176 
 中国 584 9,143 18,455 61,915 69,459 81,985 91,388 86,703 116,837 
 香港 3,779 10,681 10,708 15,531 18,978 18,654 19,771 19,661 25,294 
 台湾 1,248 3,881 8,026 10,862 12,995 13,027 11,461 9,501 14,830 
 ASEAN 5,216 17,978 20,134 27,432 32,066 38,749 49,282 40,979 53,195 
  シンガポール 1,804 6,689 5,648 7,406 9,489 11,949 16,292 13,616 15,244 
北米 21,090 25,921 40,037 44,789 46,804 49,273 50,433 41,089 53,917 
 NAFTA 21,650 26,863 42,428 48,577 53,088 56,754 59,523 48,222 62,763 
  アメリカ 19,359 24,131 37,611 41,343 43,184 45,766 46,376 37,649 49,816 
欧州 12,001 20,854 28,141 52,853 60,282 71,198 76,696 56,013 69,625 
 EU 10,002 16,301 23,424 43,659 48,450 55,982 58,374 46,607 53,506 
中東 2,619 4,880 7,586 12,241 14,463 19,721 26,647 24,039 28,368 
中南米 2,102 7,370 9,369 14,987 20,591 25,781 33,267 26,763 36,187 
アフリカ 892 2,227 2,240 6,203 7,730 8,257 9,386 8,466 9,618 
その他 1,673 2,241 3,801 6,433 7,149 8,469 11,527 16,403 13,491 
総額 65,015 125,057 172,267 284,420 325,466 371,489 422,007 363,533 466,383 
                    
輸入 
  1990 1995 2000 2005 2006 2007 2,008 2009 2010 
アジア 28,514 54,920 70,262 126,033 146,049 170,549 199,783 154,144 202,341 
 日本 18,573 32,606 31,828 48,403 51,926 56,250 60,956 49,427 64,296 
 香港 613 838 1,260 2,043 2,101 2,142 2,222 1,487 1,945 
 台湾 1,451 2,563 4,700 8,049 9,287 9,966 10,642 9,851 13,647 
 中国 2,268 7,401 12,799 38,648 48,557 63,028 76,930 54,246 71,573 
 ASEAN 5,122 10,137 18,173 26,064 29,743 33,110 40,917 34,053 44,098 
  シンガポール 896 2,168 3,722 5,317 5,886 6,859 8,361 7,871 7,849 
北米 18,407 33,007 31,349 33,190 36,745 40,474 42,768 32,574 44,753 
 NAFTA 18,672 33,314 31,727 33,649 37,543 41,486 43,817 33,546 46,274 
  アメリカ 16,942 30,403 29,242 30,586 33,654 37,219 38,364 29,039 40,402 
欧州 10,501 22,451 20,070 33,610 37,410 47,987 53,696 43,862 55,759 
 EU 9,065 18,191 15,788 27,296 30,061 36,824 39,980 32,231 38,720 
中東 6,187 11,837 25,793 47,395 62,531 67,541 101,645 61,613 80,814 
中南米 1,726 3,964 3,263 7,017 9,732 11,324 13,755 11,647 14,644 
アフリカ 362 1,961 2,814 2,946 4,372 4,317 4,051 3,185 4,683 
その他 4,146 6,978 6,930 11,049 12,542 14,655 19,576 16,059 22,218 
総額 69,843 135,118 160,481 261,240 309,381 356,847 435,274 323,084 425,212 
                    
貿易依存度 49.8  48.9  62.2  64.5  66.6  69.4  92.0  82.4  88.5  
 輸出依存度 24.0  23.5  32.2  33.6  34.1  35.4  45.3  43.6  46.3  
 輸入依存度 25.8  25.4  30.0  30.9  32.5  34.0  46.7  38.8  42.2  
（注）10 万ドル以下を切り捨てているため、算出されている数値については若干の誤差がある。 
（出所）韓国貿易協会（http://www.kita.net/）参照、作成。 















アメリカ メキシコ ドイツ 日本 中国 韓国 
（出所）統計庁（http://kostat.go.kr/）を参照、作成。 







アメリカ メキシコ ドイツ 日本 中国 韓国 
（出所）統計庁（http://kostat.go.kr/）を参照、作成。 





2005 年から 2010 年にかけて、電気電子部門と輸送機械部門の財を中心として、それら
に関連・応用できる資本財・中間財が多く輸出されている。2010 年の 10 品目の合計額
















ざるをえず赤字を出している34 。FPD 製造の関連では、TFD（Thin Film Diode：薄膜
トランジスタ）-LCD（Liquid Crystal Display：液晶ディスプレイ）製造装置の国産化






                                                   
31 王文亮『格差大国 中国』旬報社、2009 年、6～9 ページ、経済産業省『平成 23 年版 通商白書』
2011 年、41 ページ、第 1－1－3－14 図。 
32 あわせて김진용・노원정（조사국 국제무역팀）「대일 무역역조 고착화의 원인과 향후 정책과 
제」한국은행조사연구, 2008.9（韓国銀行：http://www.bok.or.kr/、内 PDF 版、2009 年 8 月 11 日ア
クセス）を参照。 
33 신승관「대일 수입구조 분석 및 정책과제」국제무역연구원, 2008.11（韓国貿易協会：http://ww 





表２－１１   中国との貿易急拡大、対中貿易における上位 10 品目       （単位：100 万ドル） 
2000 2005 2010 
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 
石油製品 1,677 衣類 870 半導体 7,114 コンピューター 3,323 FPD およびセンサー 18,541 半導体 6,582 
合成樹脂 1,577 コンピューター 822 コンピューター 5,071 衣類 2,187 半導体 17,185 コンピューター 6,013 
電子管 1,231 石炭 717 光学機器 3,819 鉄鋼板 1,982 合成樹脂 6,947 鉄鋼板 3,994 
鉄鋼板 1,098 植物性物質 692 無線通信機器 3,707 半導体 1,901 石油製品 6,792 FPD およびセンサー 3,939 
皮革 755 半導体 631 合成樹脂 3,670 石炭 1,529 無線通信機器 4,730 無線通信機器 2,824 




375 石油製品 3,253 アルミニウム 1,097 石油化学合繊原料 3,536 精密化学原料 2,225 
半導体 576 音響機器 352 自動車部品 2,692 精密化学原料 1,011 鉄鋼板 3,208 静電機械 1,672 
石油化学合繊原
料 
566 石油製品 324 
石油化学合繊原
料 






510 魚類 310 
石油化学中間原
料 
1,588 無線通信機器 825 コンピューター 2,500 器具部品 1,594 
（貿易総額） 18,454   12,798   61,914   38,648   116,837   71,573 
（注）10 万ドル以下は切り捨てている。 
       
（出所）韓国貿易協会（http://www.kita.net/）参照。作成。 
       
 
 
表２－１２   韓国経済の軸である輸出拡大展開のための財輸入＝対日貿易構造の特徴  （単位：億ドル，％） 
    貿易額 対日輸入比重 
関連生産品 
    2010 1990 2000 2010 
半導体 半導体 44.6 47.2 21.6 14.3 電子製品 
  半導体製造用装備 30.7 27.9 41.9 30.2 半導体 
光学製品 光学機器 17.2 61.4 70.5 54.7 電子製品，偏光フィルム 
  FPD 製造用装備 19.3 80.9 83.0 80.8 LCD 
鉄鋼製品 鉄鋼板 56.2 55.7 75.0 51.2 
船舶，自動車，電子製品 
  鋼板製品及びその他鉄鋼製品 15.4 5.4 17.2 39.7 
化学製品 プラスティック製品 42.5 45.6 45.0 65.9 
電子製品，石油化学製品，医薬品，繊維、等  
その他化学工業製品 20.2 39.1 38.6 51.5 
  石油化学中間原料 13.4 31.0 46.3 50.3 
  基礎油分 11.9 33.9 53.8 45.9 
非金属鉱物 ガラス製品 19.4 45.0 45.1 60.1 電子製品，LCD パネル，ガラス加工品，等 
輸送機械 自動車部分品 15.8 60.8 45.5 32.0 自動車 
上記合計 306.6 
    
対日輸入総額 642.9 
    
対世界輸入総額 4252.1         
（注）FPD 製造用装備の対日輸入比重は、順に 2008 年、2009 年、2010 年の推移となっている。 
（出所）韓国貿易協会（http://www.kita.net/）内、조상현・제현정「일본 지진에 따른 對日 주요 수입품목 업체 실태조사」（Trade Focus） 




























2000 年代半ば 47.1％→2010 年 50.2％）を看取できる。つまり、生産された財の販路先
の構成において、上述してきた輸出増大（貿易依存）にも十分ふりわけられているとい
うことである。同時に、財やサービスそのものを様々な構成要素（原料・材料・燃料等）






                                                   
36 例えば、当時、生産の稼働が難しい状態にあった工場の中で、「自動車向けマイコンで 40％、白物
や AV（音響・映像）家電など民生機器向けで 20％、産業機器向けで約 25％の世界シェア」をもって
いるルネサスエレクトロニクスや（『日本経済新聞』2011 年 5 月 4 日）、液晶パネルの電極膜をつく
るのに使う「ITO（酸化インジウムスズ）ターゲット材」を生産する世界シェア 4 割の JX 日鉱日石金
属、パネル製造装置で特に中小型液晶パネルにおけるガラス基板に回路を焼き付ける装置の世界シェ
ア 9 割をほこるニコンなどがあり、そういった企業や産業がサムソン電子やアップルなど多国籍企業








韓国 アメリカ 日本 中国 ドイツ 
2000 年代初頭 2000 年代半ば 2010 年                 
（他各国の数値は 2000 年代初頭と 2000 年代半ば順）                 
（産出構成）            
1 次産業 3.0 2.2 1.8 2.6 3.1 1.7 1.5 13.1 10.8 1.7 1.4 
製造業 46.4 47.1 50.2 24.1 21.4 31.8 33.8 52.0 50.8 34.6 35.0 
サービス業 48.3 48.7 47.9 73.3 75.5 66.2 64.1 34.9 38.5 63.5 63.4 
  
   
                
（投入構造） 







中間投入率 58.0 58.8 63.1 45.5 45.4 46.4 46.8 63.5 65.9 48.3 48.7 
  国産投入率 44.4 46.0 47.2 41.6 41.2 43.1 41.8 57.4 57.1 38.6 38.2 
  輸入投入率 13.6 12.8 15.9 3.9 4.3 3.2 5.0 6.1 8.9 9.7 10.5 
製造業投入率 55.5 57.1 57.8 33.0 30.4 40.9 46.0 60.8 58.3 39.4 38.5 
サービス業投入率 35.1 34.4 33.0 60.9 62.2 54.7 47.7 25.3 27.1 55.9 56.5 
付加価値率 42.0 41.2 36.9 54.5 54.6 53.6 53.2 36.5 34.1 51.7 51.3 
国産化率 76.5 78.2 74.7 91.5 90.6 93.0 89.2 90.4 86.6 79.9 78.4 
  
   
                
製造業の製造部門中間財投入率 ― 70.7 71.8 ― 49.7 ― 62.0 ― 64.7 ― 59.9 
サービス業の製造部門中間財投入率 ― 36.1 34.2 ― 21.5 ― 29.9 ― 50.3 ― 17.8 
（注）①中間投入率＝（中間投入額／総投入額）×100、②製造業投入率＝（製造業中間投入額／総中間投入額）×100、③サービス業投入率＝（サービス業
中間投入額／総中間投入額）×100、④付加価値率＝（付加価値額／総投入額）×100、⑤国産化率＝（国産中間投入額／総中間投入額）×100。 
また、韓国の 2010 年の数値は、韓国銀行「産業連関表」（延長表）より算出されている。 
上記 2010 年の数値出所を除いて、この表における原資料は、OECD で提供されている国家別産業連関表を利用して分析されたものである。37 部門基準。 
表中 2000 年代初頭および 2000 年代半ばとは、OECD.Stat Extracts で提供されている同連関表、順に「early-2000s」、「mid-2000s」によるものとしている。 
（出所）韓国貿易協会（http://www.kita.net/）内、장상식・김예민「산업연관표로 분석한 韓・美・日・中・獨 5 개국의 산업구조 특징 및 시사점」（Trade 
























表２－１４   産業部門別の国産化率および輸入依存度   （単位：％） 
  
国産化率 輸入依存度 
1995 2000 2003 2009 1995 2000 2003 2009 
農林水産品 93.0 93.3 92.4 93.0 2.4 2.5 3.1 3.3 
鉱産物 97.6 97.8 97.0 97.5 0.8 0.8 1.1 1.0 
飲食料品 85.5 86.9 84.5 79.7 10.4 9.6 10.6 15.1 
石油・皮革製品 73.2 78.3 76.2 76.9 18.7 15.2 16.3 16.1 
木材・紙製品 65.1 70.2 72.3 72.7 24.6 21.9 19.7 19.7 
印刷，出版・コピー 91.9 94.3 93.7 90.5 4.8 3.9 4.1 5.7 
石油・石炭製品 17.4 12.7 13.7 12.7 53.1 58.6 56.1 69.5 
化学製品 72.1 74.4 74.2 70.0 19.5 19.3 19.2 23.9 
非金属鉱物製品 88.9 89.5 89.1 75.6 7.0 6.9 7.5 16.9 
第 1 次金属 75.8 75.0 76.6 73.5 18.9 19.7 18.7 22.5 
金属製品 88.5 86.4 88.2 89.8 7.7 8.9 7.6 7.4 
一般機械 79.4 83.1 84.4 85.7 13.6 11.7 10.8 10.5 
電気・電子機器 64.9 55.5 55.7 60.9 23.3 32.4 31.8 30.8 
精密機器 83.1 76.4 70.4 76.4 11.4 17.5 20.7 17.5 
輸送機械 82.1 85.8 84.9 78.6 12.6 10.8 11.1 16.3 
その他製造業製品 78.3 79.4 80.8 84.2 13.6 13.6 12.7 11.2 
電気，ガス，水道 72.4 58.3 58.2 42.7 14.2 22.7 22.7 40.6 
建設 94.9 94.5 93.6 91.9 3.0 3.1 3.5 4.7 
卸小売 95.7 89.9 91.7 92.2 1.4 3.8 3.3 3.2 
飲食店・宿泊 94.8 90.0 88.7 88.9 2.4 6.0 6.5 6.8 
運輸・保管 63.7 57.2 63.8 60.2 17.9 25.0 20.0 24.8 
通信・放送 81.8 89.6 89.3 87.5 3.7 4.3 4.2 6.9 
金融・保健 96.4 94.8 94.5 93.4 1.0 1.6 1.6 2.8 
不動産・サービス業 98.8 97.2 94.8 92.1 0.4 0.8 1.6 2.5 
公共行政・国防 83.7 85.6 90.5 83.5 6.5 4.6 2.9 5.3 
教育・保健 92.3 92.5 92.1 90.7 2.0 2.5 2.6 3.1 
社会・その他サービス業 94.7 95.8 95.4 94.9 2.3 2.1 2.2 2.4 
その他 85.5 85.5 88.2 90.4 14.5 13.7 11.8 9.5 




作成にあたっては、김승택,신용상,이규복,임동순,조준모,황성수,이규용,김주섭『일자리 창출을 위한 고용전략 










表２－１５   海外進出先における動向＝韓国の輸出主導型「再編」と海外展開の質的「変化」 （単位：100 ドル、％） 
    2005 2006 2007 2008 2009 2010 
    世界 中国 米国 世界 中国 米国 世界 中国 米国 世界 中国 米国 世界 中国 米国 世界 中国 米国 
販売
（売上） 
現地販売 52.5 49.9 90.9 52.7 48.5 91.5 58.4 49.2 91.5 58.3 50.7 87.8 61.9 58.7 89.5 59.7 56.6 86.3 
  韓国輸出 12.3 9.6 3.5 17.1 15.8 2.5 15.9 17.0 2.0 18.1 27.3 2.4 16.4 25.8 1.7 18.1 33.6 1.5 
  第 3 国輸出 35.1 40.4 5.6 30.2 35.7 6.0 25.7 33.8 6.5 23.6 21.9 9.8 21.7 15.5 8.8 22.1 9.8 12.2 
調達
（買入） 
現地調達 21.4 41.5 14.0 26.0 42.8 29.6 36.0 50.6 21.1 37.4 48.4 30.8 38.4 59.9 28.0 39.8 64.7 30.9 
  韓国輸入 55.5 41.5 69.8 44.6 40.5 52.9 47.6 33.8 64.7 44.0 32.3 66.4 41.6 21.0 66.4 39.8 19.2 66.6 
  第 3 国輸入 23.1 17.0 16.1 29.4 16.7 17.5 16.5 15.6 14.1 18.6 19.3 2.8 20.0 19.1 5.7 20.3 16.1 2.5 
（注）2006～2010年の数値は、現地に投資・進出している 1,104 社の企業が対象で、中国はうち 510社、米国はうち 127 社が対象となっている。2005年の数値は、現地
に投資・進出している 770 社の企業が対象で、中国はうち 369 社、米国はうち 96 社が対象となっている。また合計比率には若干の差がある。 















                                                   
37 対外直接投資の集計方法などに関しては、第３章の脚注 25 を参照されたい。 
38 下記補足表２－１「中国の GDP における需要項目別寄与率」から 2009 年の数値を確認すると、純
輸出における GDP への貢献率、寄与率がともに大幅なマイナスを記録しているなか、資本形成の貢献
率は 95.2％、寄与率 8.7％となっていることがわかる。 
 
補足表２－１  中国の GDP における需要項目別寄与率                     （単位：％） 
  
最終消費支出 資本形成 純輸出 
貢献率 寄与率 貢献率 寄与率 貢献率 寄与率 
2000 65.1 5.5 22.4 1.9 12.5 1.0 
2001 50.2 4.2 49.9 4.1 -0.1 ― 
2002 43.9 4.0 48.5 4.4 7.6 0.7 
2003 35.8 3.6 63.2 6.3 1.0 0.1 
2004 39.5 4.0 54.5 5.5 6.0 0.6 
2005 37.9 4.3 39.0 4.4 23.1 2.6 
2006 40.0 5.1 43.9 5.6 16.1 2.0 
2007 39.2 5.6 42.7 6.1 18.1 2.5 
2008 43.5 4.2 47.5 4.6 9.0 0.8 
2009 45.4 4.1 95.2 8.7 -40.6 -3.7 





















ている。一瞥すると、生産額や出荷額の伸びが顕著なこと（生産額 1997 年 435 兆ウォ
ン→2009 年 1,122 兆ウォン、出荷額同期間 431 兆ウォン→1,123 兆ウォン）、また、2000
年以降いよいよ本格化する海外展開と国外依存によって、2005 年を境に 2007 年から
2009 年にかけて企業数と従事者数は若干の減少という傾向になっている（企業数 2007
年 58,902 社→2009 年 55,110 社、従事者数同期間 250 万人→245 万人）。特に、統計上
の制約はあるが（2006 年までは 5 人以上の企業を対象に計算し、2007 年以降は 10 人
以上の企業をその対象としている）、2006 年と 2007 年における製造業全体での企業数









주영・박세근「중국 경기와 대중국 수출의 업종별 동향」한국수출입은행해외경제연구소『수은해외 






表２－１６   韓国製造業における生産性の変化     （単位：社、人、10 億ウォン） 
1997 
  
企業数 月平均従事者数 年間給与額 生産額 出荷額 付加価値 
有形資産額 
（年末残額） 
製造業 89,037 2,698,698 41,512 435,048 431,178 181,179 211,461 
 第一次金属（鉄鋼類） 1,848 115,202 2,172 36,483 36,513 11,527 22,649 
 電気電子機械 7,944 432,125 6,569 76,250 75,535 34,521 32,336 
 輸送用機械 3,858 342,053 7,151 66,608 65,443 26,993 31,562 
 医療・精密・光学機器 1,897 41,043 525 3,787 3,755 1,606 1,134 
 化学物・化学製品 2,390 158,130 3,011 43,455 43,057 18,421 29,151 
 繊維・衣類（皮革カバン、靴を除く） 16,818 387,812 4,441 30,542 30,182 13,599 13,316 
                
2000 
製造業 94,940 2,653,234 46,235 564,952 559,526 219,500 264,156 
 第一次金属（鉄鋼類） 2,065 107,903 2,269 45,516 45,083 14,271 27,331 
 電気電子機械 9,442 469,661 8,935 128,359 126,519 53,244 52,614 
 輸送用機械 3,997 301,069 7,190 73,579 73,136 28,914 37,407 
 医療・精密・光学機器 2,196 46,470 672 5,051 4,972 2,379 1,601 
 化学物・化学製品 2,779 150,710 3,369 59,331 58,930 22,154 37,609 
 繊維・衣類（皮革カバン、靴を除く） 17,837 373,153 4,663 33,445 33,093 14,677 14,310 
                
2005 
製造業 114,133 2,866,068 71,103 851,927 848,622 312,890 287,506 
 第一次金属（鉄鋼類） 2,734 119,571 3,885 84,610 82,954 25,717 28,991 
 電気電子機械 11,801 560,501 14,769 183,895 184,105 80,230 67,390 
 輸送用機械 4,643 360,976 13,051 132,316 132,298 43,337 40,604 
 医療・精密・光学機器 3,042 57,852 1,199 8,025 7,972 3,595 2,352 
 化学物・化学製品 3,790 143,679 4,464 85,880 85,736 29,488 32,331 
 繊維・衣類（皮革カバン、靴を除く） 17,107 263,476 4,289 31,515 31,435 13,599 9,944 
                
2007 
製造業 58,902 2,507,906 72,944 948,729 944,800 329,067 313,127 
 第一次金属（鉄鋼類） 2,123 119,566 4,441 102,655 101,774 26,317 35,000 
 電気電子機械 7,523 521,161 15,726 203,370 203,309 86,280 76,677 
 輸送用機械 4,144 403,162 16,028 170,673 169,870 57,260 50,396 
 医療・精密・光学機器 1,669 56,765 1,402 11,015 10,940 4,631 3,120 
 化学物・化学製品 2,121 112,415 4,029 87,652 87,270 25,237 31,057 
 繊維・衣類（皮革カバン、靴を除く） 6,505 180,332 3,454 27,050 26,794 11,254 8,159 
                
2009 
製造業 55,110 2,452,967 76,098 1,122,064 1,123,075 374,533 379,313 
 第一次金属（鉄鋼類） 2,148 124,256 4,647 112,462 113,733 26,873 43,390 
 電気電子機械 6,873 503,760 16,661 261,372 260,557 106,918 84,420 
 輸送用機械 3,972 401,109 16,683 198,654 198,729 62,442 66,415 
 医療・精密・光学機器 1,679 55,454 1,390 10,263 10,205 4,580 3,285 
 化学物・化学製品 2,453 139,376 5,184 119,383 119,653 36,604 38,655 
 繊維・衣類（皮革カバン、靴を除く） 5,718 164,230 3,413 30,464 30,485 12,493 9,196 











































































表２－１７   2000 年代の雇用状況整理表①       （単位：1,000 人） 
  2001 年 8 月 2002.8 2003.8 2004.8 2005.8 2006.8 2007.8 2008.8 2009.8 2010.8 2011.8 2012.8 
賃金労働者 13,540 14,030 14,149 14,584 14,968 15,351 15,882 16,104 16,479 17,048 17,510 17,734 
 常用労働者 6,706 6,851 7,236 7,700 7,926 8,243 8,763 9,107 9,472 10,151 10,710 11,203 
 臨時労働者 4,613 4,806 4,872 4,813 4,879 5,018 5,044 4,970 5,117 5,122 5,031 4,935 
 日雇い労働者 2,221 2,372 2,041 2,071 2,164 2,090 2,075 2,027 1,890 1,775 1,769 1,595 
（出所）統計庁（http://www.kosis.kr/）参照、作成。 
   





表２－１８   2000 年代の雇用状況整理表② 
  
（単位：1,000 人） 
    2003 年 8 月 2004.8 2005.8 2006.8 2007.8 2008.8 2009.8 2010.8 
農業，林業及び漁業 賃金労働者 140 143 146 125 146 143 162 170 
   正規 37 35 32 28 47 46 53 50 
   非正規 103 108 114 97 99 97 109 120 
    限時的 64 66 64 55 44 47 35 53 
    時間制 22 24 32 25 26 28 21 29 
    非典型 37 44 47 42 54 48 70 65 
鉱工業 賃金労働者 3,482 3,507 3,447 3,378 3,376 3,374 3,242 3,501 
   正規 2,880 2,689 2,735 2,699 2,683 2,816 2,715 2,978 
   非正規 602 818 712 679 693 558 526 523 
    限時的 463 628 580 555 550 436 391 395 
    時間制 107 108 93 94 85 85 99 94 
    非典型 168 207 137 137 152 110 117 104 
  製造業 賃金労働者 3,469 3,496 3,433 3,365 3,360 3,352 3,222 3,482 
   正規 2,868 2,680 2,723 2,688 2,670 2,796 2,699 2,962 
   非正規 601 816 710 677 690 555 523 520 
    限時的 462 626 578 555 548 434 389 393 
    時間制 107 108 93 93 85 85 99 94 
    非典型 168 207 137 136 150 110 116 103 
社会間接資本及びその他サービス 賃金労働者 10,527 10,934 11,375 11,848 12,360 12,586 13,075 13,377 
   正規 6,625 6,466 6,719 7,167 7,450 7,796 7,957 8,334 
   非正規 3,901 4,468 4,656 4,681 4,910 4,790 5,118 5,042 
    限時的 2,486 2,903 2,970 3,016 2,952 2,805 3,080 2,833 
    時間制 800 939 919 1,016 1,090 1,116 1,306 1,497 
    非典型 1,472 1,698 1,723 1,755 2,003 1,979 2,096 2,121 
  建設業 賃金労働者 1,318 1,300 1,327 1,353 1,393 1,396 1,324 1,388 
   正規 481 478 489 567 586 629 598 669 
   非正規 837 822 838 786 807 767 727 719 
    限時的 509 489 459 435 354 307 234 189 
    時間制 74 95 80 93 82 72 82 85 
    非典型 341 348 389 356 458 465 499 524 
  卸小売，飲食・宿泊業 賃金労働者 2,804 2,880 2,966 2,978 3,114 3,036 3,032 3,150 
   正規 1,824 1,772 1,773 1,926 2,008 1,970 1,977 2,093 
   非正規 980 1,108 1,193 1,052 1,106 1,066 1,055 1,057 
    限時的 597 692 762 666 616 574 504 440 
    時間制 310 355 357 361 403 395 463 515 
    非典型 301 324 331 289 329 295 342 314 
  事業，個人，公共サービス，その他 賃金労働者 4,829 4,837 5,121 5,458 5,741 6,061 6,626 6,688 
   正規 3,192 2,962 3,151 3,334 3,466 3,758 3,887 3,987 
   非正規 1,637 1,875 1,970 2,124 2,275 2,303 2,739 2,701 
    限時的 1,129 1,316 1,358 1,471 1,555 1,561 2,027 1,927 
    時間制 380 437 436 506 552 603 720 850 
    非典型 607 736 726 823 902 915 960 997 
  電気，運輸，通信，金融 賃金労働者 1,576 1,917 1,961 2,060 2,111 2,094 2,903 2,151 
   正規 1,129 1,255 1,306 1,341 1,389 1,439 1,496 1,585 
   非正規 447 662 656 719 722 655 598 566 
    限時的 252 407 391 444 428 363 315 277 
    時間制 37 53 46 56 53 45 42 47 
    非典型 224 289 277 287 314 305 295 286 
計 賃金労働者 14,149 14,584 14,968 15,351 15,882 16,104 16,479 17,048 
   正規 9,542 9,190 9,486 9,894 10,180 10,658 10,725 11,362 
   非正規 4,606 5,394 5,483 5,457 5,703 5,445 5,754 5,685 
    限時的 3,013 3,597 3,615 3,626 3,546 3,288 3,507 3,281 
    時間制 929 1,072 1,044 1,135 1,201 1,229 1,426 1,620 
















































（出所）김유선「비정규직 규모와 임금불평등 추이」안현효편『신자유주의 시대 한국경제와 민주주의』2010, 
p.218, ＜그림1＞, p.228, ＜그림5＞、および한국노동사회연구소（http://klsi.org/）、김유선「비정규직 규모






（2003 年 8 月 723 万人→2005 年 8 月 792 万人→2010 年 8 月 1,015 万人、以下カッコ
内同順）にあるということがわかる。次に、表２－１８から、その推移を産業部門別に
も検討してみよう。同表では、2000 年代初頭より一貫して正規雇用（954 万人→948 万




サービス業部門に雇用（正規職：662 万人→671 万人→833 万人、非正規職：390 万人







ると、賃金労働者のうち正規雇用対非正規雇用の割合（％）の推移は、2001 年 8 月 44.3：
55.7、2005 年 8 月 43.9：56.1、2010 年 8 月 49.6：50.4、2012 年 8 月 52.2：47.8、と
2010 年代に入って徐々に改善されつつも、その賃金格差は（2001 年 8 月正規雇用 8,139
ウォン、非正規雇用 4,546ウォン→2010年 8月正規雇用 14,401ウォン、非正規雇用 6,951
                                                   
42 韓国労働社会研究所（http://klsi.org/）参照。例えば、同ウェブサイト内、김유선「비정규직 규모와 




補足表２－２  正規・非正規雇用の集計方式（2012年 8月）       
  
  本調査 
小計 
      常用 臨時・日雇い 
付加調査 
設問項目なし 典型 
④ ① ①＋④ 




③ ② ②＋③ 
1,946（11.0） 3,964（22.4） 5,910（33.3） 
小計  
  ③＋④ ①＋② 賃金労働者計 






ウォンと）拡大するばかりである43。さらに、法定最低賃金に満たない階層が 2001 年 8
月 58 万人（賃金労働者に対する割合 4.4％）→2005 年 8 月 121 万人（8.1％）→2010
年 8 月 195 万人（11.5％）→2012 年 8 月 170 万人（9.6％）と、近年になって減少基調




















                                                   
43 数値は同上および김유선「비정규직 규모와 임금불평등 추이」안현효편『신자유주의 시대 한국 




法律旬報』第 1674 号、2008 年、67 ページ、表 28、参照。 
46 統計庁（http://www.kosis.kr/）参照。 
47 企画経済部（http://www.mosf.go.kr/）内、「（보도해명）사실상의 실업인구 495 만 2000 명（사 
실상 실업률 18%）는 과장된 수치」参照（2012 年 3 月 14 日アクセス）。この資料では、政府はこ




































































2012 年 10 月、IMF・世界銀行年次総会が日本において開催され、188 カ国の財務相
と中央銀行総裁、ほか民間金融機関のトップを含めた約 1 万 5,000 人が集まった。日本
での開催は 48 年ぶりとなったこの総会では、世界経済の著しい不確実性と下振れリス
ク、経済成長の減速に対する強い危機感が声明として出され取りまとめられた1。また、








東アジアでも大きな動きが見られた3。2009 年 9 月、日本では与党自由民主党から野
党民主党へ政権交代がなされたが、2012 年 12 月に再び自由民主党が政権を握ることと
なった。2011 年 12 月には北朝鮮において金正日体制から金正恩体制への移行がみられ、
2012 年 1 月には 4 年に一度の台湾総統選挙によって国民党主席で現職の馬英久が再選
                                                   
1 『日本経済新聞』2012 年 10 月 9~14 日。 
2 IMF（http://www.imf.org/）内、World Economic Outlook : Coping with High Debt and Sluggish 
Growth, October 2012、10 月 9 日（http://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2012/02/pdf/text.pdf、 
2012 年 10 月 30 日アクセス）を参照。日本語版「世界経済見通し」同日（http://www.imf.org/external/ 
japanese/pubs/ft/weo/2012/02/pdf/textj.pdf、同年同日アクセス）も参照。つづく 2013 年 4 月の「世













された。2012 年 11 月には中国共産党第 18 回党大会が行われ、10 年ぶりに最高指導部
が胡錦濤国家主席から習近平国家副主席へ交代されることとなった（2013 年 3 月選出）。
2012 年 12 月には韓国大統領選挙によって当選した朴槿恵政権が、任期 5 年で国政の舵
を新たに取る（2013 年 2 月就任）。東アジア地域の情勢（対外経済関係）が大きく変化
する要素を孕んでいることは間違いないであろう。 








                                                   
4 このプロセスの実体と評価については、高龍秀『韓国の経済システム――国際資本移動システムの
拡大と構造改革の進展――』東洋経済新報社、2000 年、119~190 ページを参照。 
5 佐野孝治「世界金融危機以降における韓国経済の V 字型回復と二極化――日本は韓国に学ぶべきか
――」福島大学経済学会『商学論集』第 80 巻第 1 号、2011 年。 
6 全国経済人連合会（http://www.fki.or.kr/）内、「한국경제의 사막화가 우려되는 7 가지 징후」 
2012 年 10 月 25 日（2012 年 10 月 31 日アクセス）。 
7 韓国を「サムスン共和国」であると言及したソン・ペクソクは、資本主義国家研究に基礎をおき分
析したニコス・プーランツァス（プーランザス）の論理を応用し、国家論の枠組みで韓国国家と独裁
資本の財閥関係を鋭く捉えている。以下は、송백석「‘삼성공화국’현상과 자본주의 국가의 한계」 



























































経癒着など）は、この 2 点から派生する副次的なものであると述べている。 
 とりわけ、コーポレート・ガバナンス（企業統治、企業支配構造）で問題として取り上げられる「循
環出資」については、김진방「30 대 재벌그룹의 순환출자 –측정과 분석-」한국경제발전학회『경제 








的にもつことになる。あわせて、김진방『재벌의 소유구조』나남,2005 を参照。 
 この「循環出資」の現状やそれを含めた持分関係および所有支配構造については、公正取引員会（htt 
p://www.ftc.go.kr/）と同系列ウェブサイトにおいて詳細に検討されている。例えば、サムスングルー













本章では、この点を明らかにすべく、第一に 1997 年 IMF 構造調整策によって徹底的
に推し進められた「自由化」の諸影響を検討し、第二に以後 2000 年代を中心とした対
外直接投資の動向分析によって、海外展開する企業の資本蓄積がどのような特徴をもっ




11 関下稔『現代世界経済論――パクス・アメリカーナの構造と運動――』有斐閣、1984 年、153 ペー
ジ、――『現代多国籍企業のグローバル構造―国際直接投資・企業内貿易・子会社利益の再投資―』












2012 年 10 月 19 日には、韓国が 15 年ぶり 2 度目の国連安全保障理事会非常任理事国に

















                                                   
12 『朝鮮日報』2012 年 10 月 23 日。 
13 外交通商部（http://www.mofat.go.kr/）内（報道資料）「2013~2014 년 임기 유엔안보리 비상 
임이사국 진출」2012年 10月 19日（2012年 11月 6日アクセス）、『朝鮮日報』2012年 10月 20日。 
14 同上参照。 
15 以下本文で整理した IMF 構造調整政策ついては、김기원「김대중정부의 구조조정정책」서울대학 
교민주화교수협의회 심포지움 자료집『김대중정부의 구조정책：평가와 과제』2000、좌승희「세 
계화 IMF 시대의 한국경제 제도약을 위한 정책과제」정남대학교아시아태평양지역연구소『아시아 











国資本への売却、破産などが一挙に進んだ。1997 年末に 33 行あった銀行は 2001 年 8
月末までに 22 行となり（以下、同期間）、総合金融会社は 30 社→9 社、証券会社 36 社
→30 社、投資信託会社 31 社→24 社、保険会社 50 社→37 社、リース会社 25 社→16 社、
貯蓄銀行 231 行→153 行、信用組合 1,666 組合→1,326 組合と大きく減った。さらに、
企業改革が強く推し進められたことによって、サムスン、現代、大宇、SK、LG の 5 大
グループの系列企業 20 社、6～64 大財閥の系列企業 32 社、非系列企業 7 社などが経営
不振の状況で整理対象となり、債権銀行から協調融資を受けた財閥 11 社のうちハンフ
ァ（韓国火薬）、東亜建設、コハップ（高麗合繊）、ヘテ、シンホ（新湖）、ニューコア、














現代、LG の 3 社体制から、1999 年に LG 半導体を吸収合併した現代電子（2001 年に
                                                   
16 この段落は、국민호「국가주도에서 기업주도로：IMF 외환위기 이후 국가와 재벌과의 관계 변 
화」한국인문사회과학회『현상과인식』제 35 권제 3 호,2011,pp.145-154、を参照。 
 78 
現代グループから経営分離・独立しハイニックス半導体となる→2012 年に SK が買収し
SK ハイニックスとなる）、サムスンの 2 社体制となった。他部門でも事業集約は同様に













                                                   
17 전인우「한국재벌의 경제력집중 문제와 시장친화적 경쟁정책의 모색」위덕대학교아시아태평양 
연구소『아태연구』제 1 호제,2002、김상조「재벌 중심 체제의 한계：경제력 집중심화 및 폐쇄적 
지배구조의 폐해와 극복 방안」안현효편『신자유주의 시대 한국경제와 민주주의』선인,2010、を
参照。 
 79 
外債権が対外債務を上まわるようになった。また、韓国は 1997 年末に IMF 主導で決定
された 583 億ドルにも上る最大規模の支援パッケージを受け入れたのだが18、うち IMF
が供与した 195 億ドルの融資を 2001 年 8 月には全額返済したのである19。貿易収支は
継続して黒字を計上し、外貨準備も増大した。韓国経済は、マクロ経済指標においては
























                                                   
18 1998 年当時の資料によると（「韓国銀行 IMF 資金支援関連の追加合意内容」『韓銀情報』）1998 年）、
支援パッケージの融資の内訳は、IMF210 億ドル、世界銀行 100 億ドル、アジア開発銀行 40 億ドル、
日本 100 億ドル、アメリカ 50 億ドル、イギリス・ドイツ・フランス・カナダ・オーストラリア計 50
億ドル、G7 などの追加融資 20 億ドルとなっており、総額 570 億ドルである（のちに増額等あり）。
高龍秀、前掲書（脚注４）、120~124 ページ。 
19 高龍秀『韓国の企業・金融改革』東洋経済新報社、2009 年、3 ページ。 
20 박천익「경제위기 이후 한국의 빈곤문제와 빈곤정책」대구대학교 사회과학연구소『사회과학연 
구』2001,제 9 호제 3 권,p.2. 





































表３－１   産業構造の基本構成（産業連関表整理表） （単位：10 億ウォン、％、1,000 人） 
  総生産・差出額（実額） 構成比 労働力構成 
  1980 1990 2000 2005 2009 1990 2000 2009 1980 1990 2000 2009 
農林漁業 7,797 21,858 38,286 42945 51,047 5.2  2.8  1.8  3,894 2,945 2,228 1,666 
鉱業 738 2,222 2,648 3,230 3,726 0.5  0.1  0.1  132 72 19 16 
製造業 47,770 206,668 647,339 957,934 1,324,524 49.5  47.4  47.7  2,648 4,359 3,195 3,324 
（重化学工業） 24,510 125,377 477,041 762,523 1,082,764 30.0  35.0  39.0  953 2,131 1,854 2,220 
金属 5,967 29,104 78,696 160760 243,211 6.9  5.7  8.7  168 393 337 469 
 鉄鋼 1,770 6,369 14,063 28129 49,604 1.5  1.0  1.8  67 32 14 18 
機械器具 6,842 62,751 266,975 403,548 562,347 15.0  19.5  20.2  486 1,275 1,243 1,480 
 一般機械 1,305 13,131 43,132 69,616 96,105 3.1  3.1  3.4  94 303 310 371 
 電気・電子 3,495 26,591 142,426 190,141 268,917 6.3  10.4  9.7  258 571 559 587 
  電子機器部分品 ― 8,287 59,237 84,567 126,472 2.0  4.3  4.5  ― 200 183 244 
 輸送用 1,674 21,286 74,613 132,329 182,090 5.1  5.4  6.5  101 346 310 435 
  自動車 ― 17,486 59,198 105,895 120,019 4.2  4.3  4.3  ― 267 212 279 
 精密・光学 368 1,743 6,804 11,460 15,234 0.4  0.4  0.5  34 54 62 85 
化学工業・製品 4,654 17,161 61,050 97,744 137,491 4.1  4.4  4.9  168 232 147 148 
石油・石炭 5,284 8,730 53,147 76703 106,507 2.0  3.8  3.8  24 29 18 17 
土石窯業 1,763 7,631 17,173 23,768 33,208 1.8  1.2  1.2  107 199 108 105 
（軽工業） 23,260 81,291 170,298 195,411 241,760 19.5  12.4  8.7  1,695 2,228 1,340 1,103 
食料品 10,073 29,260 59,086 72,147 93,875 7.0  4.3  3.4  354 441 283 278 
繊維類 8,045 30,569 51,657 45,202 50,185 7.3  3.7  1.8  868 1,161 526 323 
その他 5,143 21,462 59,555 78,062 97,700 5.2  4.3  3.5  473 624 531 502 
建設業 7,493 43,722 99,268 150,573 188,450 10.5  7.2  6.8  650 1,191 1,248 1,622 
電気・ガス・水道 2,016 7,288 31,488 46,389 64,691 1.7  2.3  2.3  42 60 71 70 
運輸・通信 5,537 20,105 85,051 127,804 159,099 4.8  6.2  5.7  513 753 909 1,150 
卸小売 6,928 27,694 69,844 106,267 136,823 6.6  5.1  4.9  1,814 2,368 2,887 3,201 
金融保険不動産 4,268 29,815 145,365 192,539 243,072 7.1  10.6  8.7  401 723 958 1,103 
サービスなど 11,391 44,584 243,647 400,253 552,589 10.7  17.4  20.0  2,088 2,649 4,482 5,988 
その他 1,347 13,000 29,982 40,864 50,947 3.1  2.1  1.8  ― 764 674 1,587 
総計 93,638 416,965 1,392,918 2,068,798 2,774,976 100.0  100.0  100.0  12,184 15,888 16,676 19,730 
（粗付加価値） 37,116 178,317 599,645 851,982 1,047,905 ―  ―  ―  
 
雇用者所得 15,249 79,690 267,134 397,118 493,685 44.7  44.5  47.1  
（最終需要） 53,360 236,246 839,433 1,184,628 1,559,654 ― ― ― 
民間消費 24,786 96,669 352,370 465,639 575,970 40.9  41.9  36.9  
固定資本形成 11,828 67,987 186,903 250,194 309,714 28.8  22.2  19.8  
輸出 12,467 53,154 236,966 343,325 534,073 22.4  28.2  34.2  
（総需要） 109,881 474,894 1,632,706 2,401,453 3,286,725 ― ― ― 











第２節  1990～2000 年代海外直接投資の諸相 
 
 経済のグローバル化が進む今日、韓国資本は加速度的に海外市場へ参入している。対
外直接投資額は 1990年 10億ドル→2000年 52億ドル→2010年 242億ドルであり、1990
年→2010 年にかけて 24.2 倍となっている22。対内直接投資額は同期間 8 億ドル→152






















                                                   
22 数値は、韓国輸出入銀行（http://www.koreaexim.go.kr/）参照。 
23 数値は、産業通商資源部［旧知識経済部］（http://www.motie.go.kr/）参照。 
24 同内容についてはあわせて、박영렬・곽주영・양영수「한국기업 해외직접투자 역사와 전략」한국 
경영사회학회『경영사학』제 26 집제 3 호,2011,pp.78-82、하병기「한국 해외직접투자의 추이 및  







の総計は 2000 年 52 億ドル→2010 年 242 億ドル（4.65 倍）、うち製造業とアジア、と
りわけ中国と ASEAN の伸びが特徴的な傾向となっている。同期間、製造業は 16 億ド
ル→71 億ドル（4.43 倍）、アジアは 16 億ドル→98 億ドル（6.12 倍）、中国 7 億ドル→
36 億ドル（5.14 倍）、ASEAN5 億ドル→43 億ドル（8.60 倍）である。さらに、アジア







額に占める目的別の比率推移は、輸出促進 2000 年 26.5％→2010 年 8.2％（以下、同期











年対外直接投資総額 231 億ドルのうち、50％以上～100％未満出資が 27 億ドルで 11.7％、 
 
















表３－２   海外直接投資に関する政策的・制度的変遷 














（1981）、海外証券投資比率 緩和（1981）、利益金留保自動許可限度額 拡大（1983） 





（1986～1990 年） ・海外投資要件確認制の導入（1986）および要件確認制から申告制への転換（1987） 
  ・個人投資許容、主要銀行の投資承認制 廃止、自己資本要件 廃止（1988） 




（1991～1996 年） ・国際収支赤字と産業空洞化を憂慮し海外投資制度を部分的に修正 
  ・原則的自由と例外的規制を載せて法改正（1991） 




  ・投資業種規制を禁止業種ネガティブ・リストに転換および投資手続き大幅簡易化（1994） 
  ・投資制限業種の大幅縮小、自己資金調達義務比率 設定（1995） 












（2003～2011 年） ・韓国投資企業センター 北京に初開設（2004）、海外直接投資活性化方案 発表（2005） 
  ・海外資源開発ファンド導入（2006）、企業の対外進出促進と海外投資拡大推進（2007） 
  ・政府および 31 の関連機関の海外投資情報を統合した海外進出情報システム 構築（2007） 
  ・30 大財閥系列企業の現地金融制限 廃止（2008） 
  ・公企業などの海外事業促進に関する規定施行および自律性と弾力性付与（2008） 
  ・海外建設支援総合対策（2008）および海外建設 5 大強国進出戦略樹立（2010） 
  ・ODA 推進体制改編と中長期戦略樹立（2010） 
  ・地域別海外投資企業現地支援体制強化（2011） 
（出所）김용창「경제 하부구조 관련 공기업의 해외투자에 대한 연구(1) : 이론적 고찰, 공기업 FDI 특징 및 전략」한국경제 
지리학회『한국경제지리학회지』제 15 권제 1 호, 2012, p.10, 표 1 より抜粋、一部加筆。 
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世界 NAFTA 米国 中南米 EU アフリカ アジア 日本 中国 ASEAN 
総計 5,252 1,491 1,433 1,505 259 157 1,681 100 756 501 
鉱業 119 ― ― 38 22 7 20 ― ― 19 
製造業 1,675 570 551 55 31 27 977 8 579 331 
 化学物質及び化学製品（医薬品除外） 238 170 163 3 4 0 60 ― 46 13 
 1 次金属 85 52 52  ― 0 ― 33 ― 3 28 
 電子部品、コンピューター、映像、音響、通信装備
機器 
460 164 164 25 14 10 245 3 149 77 
 自動車及びトレーラー 13 ― 0 ― ― ― 4 ― 4 ― 
卸・小売業 855 454 432 12 89 2 276 48 57 39 
金融及び保険業 66 38 38 ― 1 ― 26 ― ― 25 
不動産及び賃貸業 441 197 192 1 76 ― 146 21 13 36 
専門、科学及び技術サービス業 1,421 14 14 1,384 ― ― 21 ― 1 ― 
  
2005 
世界 NAFTA 米国 中南米 EU アフリカ アジア 日本 中国 ASEAN 
総計 7,202 1,365 1,259 558 572 129 4,276 155 2,818 729 
鉱業 483 26 19 59 15 78 157 ― 14 131 
製造業 3,700 260 232 180 336 ― 2,864 12 2,289 360 
 化学物質及び化学製品（医薬品除外） 233 12 11 1 19 ― 197 ― 156 26 
 1 次金属 304 ― ― 1 0 ― 302 ― 236 9 
 電子部品、コンピューター、映像、音響、通信装備
機器 
854 43 40 113 73 ― 624 5 480 57 
 自動車及びトレーラー 720 85 85 ― 215 ― 377 ― 358 5 
卸・小売業 1,063 448 403 66 117 26 384 25 164 47 
金融及び保険業 275 12 12 112 10 ― 140 3 93 33 
不動産及び賃貸業 492 139 121 133 21 ― 176 41 51 67 
専門、科学及び技術サービス業 200 14 13 0 39 0 145 6 13 2 
  
2010 
世界 NAFTA 米国 中南米 EU アフリカ アジア 日本 中国 ASEAN 
総計 24,210 4,663 3,368 2,137 5,697 291 9,890 318 3,619 4,308 
鉱業 7,295 1,278 109 868 3,274 211 1,122 ― 3 1,031 
製造業 7,106 420 358 267 606 66 5,308 36 2,739 2,200 
 化学物質及び化学製品（医薬品除外） 1,649 29 29 ― 87 0 1,527 ― 179 1,328 
 1 次金属 447 74 55 31 ― ― 297 7 133 132 
 電子部品、コンピューター、映像、音響、通信装備
機器 
1,755 34 31 14 186 ― 1,527 19 1,312 114 
 自動車及びトレーラー 672 54 52 44 57 ― 276 ― 168 45 
卸・小売業 1,199 320 318 56 333 ― 458 56 215 106 
金融及び保険業 3,261 1,602 1,602 569 14 10 888 125 346 167 
不動産及び賃貸業 1,605 94 92 194 1,071 ― 184 21 13 130 
専門、科学及び技術サービス業 1,511 286 259 101 175 ― 944 10 127 190 





表３－４  目的別対外直接投資の変化                  （単位：件、社、100 万ドル） 




14 47 164 821 1,181 5,149 6,116 4,275 4,572 
10 18 49 257 413 2,890 2,683 1,645 1,867 
148 155 468 1,745 3,120 9,481 11,146 7,545 11,006 
低賃金労働力活用 
13 634 656 2,163 2,212 2,039 1,326 862 889 
4 342 354 1,008 1,042 835 386 218 276 
13 361 208 879 1,158 1,447 1,661 1,165 1,289 
輸出促進 
134 1,034 1,395 2,316 2,547 2,451 1,798 1,268 1,458 
42 586 764 1,074 1,164 1,034 560 357 481 
306 1,608 1,394 1,755 2,334 5,851 4,422 3,174 1,998 
資源開発 
687 183 134 247 436 627 712 566 487 
268 41 45 110 186 253 197 117 93 
546 352 303 763 1,641 2,427 4,470 5,792 7,695 
先進技術導入 
1 51 334 299 271 282 208 184 184 
0 33 177 141 164 139 82 68 55 
0 91 283 125 140 411 152 645 558 
第 3 国進出 
― ― 2 42 54 246 306 228 279 
― ― 1 22 31 116 110 68 81 
― ― 25 217 564 927 1,667 1,662 1,402 
保護貿易打開 
1 56 51 117 117 94 46 43 54 
1 29 24 53 55 29 11 4 12 
― 47 27 164 163 140 125 64 44 
原資財確保 
2 91 71 181 245 87 6 3 10 
1 54 46 120 162 24 0 0 0 
4 47 30 68 65 34 9 1 4 
その他 
54 409 1,109 2,655 3,086 941 59 76 77 
20 242 649 1,657 2,010 367 0 1 1 
49 552 2,510 1,484 2,549 1,508 161 275 209 
対外直接投資総額 1,068 3,217 5,252 7,202 11,739 22,231 23,817 20,326 24,210 
（注）各項目投資額 10 万ドル以下は切り捨てているため、表中の総額と合わないことがある。件数は申告件数、投資額は実行ベース。 
（出所）韓国輸出入銀行（http://www.koreaexim.go.kr/kr/）参照、作成。 
    
 
 
100％出資が 172 億ドルで 74.4％にものぼる26。 




から現地法人輸入は関係会社間 35.5％・他社間 2.6％）27。表３－６によると28、全産業 
                                                   
26 数値は、韓国輸出入銀行（http://www.koreaexim.go.kr/kr/）参照。 
27 数値は、한국수출입은행『2010 회계연도 해외직접투자 경영분석』2011.12、参照。 
28 하병기・이상학「한국 기업의 기업내무역 구조와 결정요인：제조업 현지법인을 중심으로」한국 
금융연구원『韓國經濟의 分析』제 17 권제 1 호,2011 に依拠すると、同段落における、企業内輸出と
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表３－５   大企業と中小企業の対外直接投資動向       （単位：件、社、100 万ドル） 
    1990 1995 2000 2005 2006 2007 2008 2009 2010 
大企業   367 585 652 1,059 1,172 1,343 1,540 1,402 1,522 
（各項目の数値は上から件数、新規法人数、投
資額、以下同順） 
125 254 210 294 331 420 390 293 382 
 
  853 2,329 2,825 4,127 7,543 15,156 17,018 16,701 20,140 
  単独投資 142 203 189 505 567 703 799 735 836 
    50 99 79 177 194 245 217 155 222 
    362 857 814 2,535 4,336 7,867 9,552 10,881 12,960 
  共同投資 61 87 149 228 256 246 285 231 197 
    15 22 12 23 30 38 32 22 30 
    108 252 965 382 794 3,282 2,872 2,255 1,073 
  合弁投資 164 285 314 326 349 394 456 435 489 
    60 133 119 94 107 137 141 155 130 
    382 1,219 1,045 1,209 2,404 4,006 4,593 3,515 6,106 
中小企業 
 
514 1,650 2,241 3,989 4,675 5,749 5,696 4,275 4,427 
 
  206 945 1,245 1,600 1,950 2,277 1,872 1,171 1,350 
 
  205 831 2,251 2,386 3,320 5,713 5,825 3,305 3,645 
  単独投資 197 784 1,193 2,514 2,888 3,565 3,297 2,671 2,758 
    89 418 705 1,020 1,201 1,413 1,145 796 847 
    108 365 1,813 1,587 2,085 3,393 3,403 1,999 2,112 
  共同投資 51 138 264 491 553 783 976 551 658 
    12 45 79 99 106 170 183 75 133 
    22 130 111 319 467 714 912 524 543 
  合弁投資 266 728 784 984 1,234 1,401 1,423 1,053 1,011 
    105 482 461 481 643 694 544 300 370 
    74 335 326 479 767 1,604 1,509 780 989 
対外直接投資総額   1,068 3,217 5,252 7,202 11,739 22,231 23,817 20,326 24,210 
（注）各項目投資額 10 万ドル以下は切り捨てているため、表中の総額と合わないことがある。件数は申告件数、投資額は実行ベース。投資者規
模別の内訳は、上記大企業と中小企業のほかに、個人、個人企業、その他（非営利団体など）となっている。また、2009 年の大企業における出







ル）と自動車・トレイラー（同収支 55.6 億ドル）が、企業内貿易においても顕著な黒字 
                                                                                                                                                     
は企業現地法人の対投資者輸入、企業内輸入とは企業現地法人の対投資者輸出である。また、この分
析に際してベースとなった統計は、韓国輸出入銀行によるものである。統計で使われた現地法人の対
外直接投資残額は、2007 年全産業基準で 429 億ドル 7,000 万ドルとなっており、2007 年末の対外直





あわせて、하병기「한국 다국적기업의 기업내 무역 현황과 결정요인 분석」산업연구원 연구보고 
서,2009、を参照。 
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表３－６   2007 年企業内貿易の構造―産業別・企業規模別輸出入比重 （単位：億ドル、％） 
  対現地法人輸出 対現地法人輸入 
  企業内輸出 その他輸出 小計 企業内輸入 その他輸入 小計 
全産業 1,032.0  83.4  1,115.4  356.8  67.2  424.1  
  (100) (100) (100) (100) (100) (100) 
  大企業 995.0  77.5  1,072.4  321.4  54.1  375.5  
  (96.4) (92.8) (96.1) (90.1) (80.4) (88.5) 
  中小企業 36.6  6.0  42.5  34.9  13.1  48.0  
  (3.5) (7.1) (3.8) (9.8) (19.5) (11.3) 
製造業 388.8  29.7  418.5  246.4  26.1  272.4  
  (37.7) (35.6) (37.5) (69.1) (38.7) (64.2) 
  大企業 356.8  23.8  380.7  214.0  15.8  229.8  
  （34.6）＜91.8＞ （28.6）＜80.2＞ （34.1）＜91.8＞ （60.0）＜86.9＞ （23.5）＜60.6＞ （54.2）＜84.4＞ 
  中小企業 31.5  5.9  37.4  31.9  10.2  42.1  
  （3.1）＜8.1＞ （7.0）＜19.7＞ （3.3）＜8.1＞ （8.9）＜12.9＞ （15.2）＜39.2＞ （9.9）＜15.4＞ 
 繊維 3.3  0.3  3.7  3.9  0.3  4.2  
  (0.3) (0.5) (0.3) (1.1) (0.4) (1.0) 
 衣服・毛皮 4.1  0.3  4.5  8.6  0.7  9.3  
  (0.4) (0.4) (0.4) (2.4) (1.1) (2.2) 
 皮革・靴 4.3  0.1  4.4  6.1  ― 6.1  
  (0.4) (0.1) (0.4) (1.7) (0.1) (1.5) 
 石油・関連精製類 76.3  0.0  76.3  129.6  0.0  129.6  
  (7.4) 0.0  (6.8) (36.3) 0.0  (30.6) 
 1 次金属 19.3  4.7  24.0  4.3  1.4  5.7  
  (1.9) (5.7) (2.2) (1.2) (2.2) (1.4) 
 金属 34.4  3.5  37.8  16.6  0.1  16.7  
  (3.3) (4.2) (3.4) (4.7) (0.2) (4.0) 
 電子部品・通信機器 139.9  12.1  152.0  47.1  21.1  68.2  
  (13.6) (14.5) (13.6) (13.2) (31.4) (16.1) 
 機械 4.1  1.2  5.4  6.0  0.3  6.3  
  (0.4) (1.5) (0.5) (1.7) (0.5) (1.5) 
 自動車・トレイラー 58.5  2.3  60.8  2.9  0.4  3.4  
  (5.7) (2.8) (5.5) (0.8) (0.6) (0.8) 
サービス業 640.6  53.7  694.3  107.6  40.9  148.5  
  (62.1) (64.4) (62.2) (30.1) (60.9) (35.0) 
 卸売業 96.4  5.0  101.4  19.6  15.2  34.9  
  (9.3) (6.0) (9.1) (5.5) (22.7) (8.2) 
 小売業 324.2  48.4  372.6  78.6  25.1  103.8  




ため、大企業および中小企業の比率の合計が 100 にならない場合がある。また、製造業における産業部門別の各数値は、100 万ドル単位で
各々計算しているため、小計や比率において、若干の誤差がある。製造業およびサービス業の業種区分は、現地法人基準の分類である。 
（出所）하병기・이상학「한국 기업의 기업내무역 구조와 결정요인：제조업 현지법인을 중심으로」한국금융연구원『韓國經濟의 

















地域とサービス業における直接投資額の伸び（2000 年→2012 年アジア総計 47 億ドル







































管理職 55.5％、営業職 13.1％、生産職 14.8％となっている一方、現地雇用者数内では、










                                                                                                                                                     
補足表３－３   企業の資金調達と運用（資金循環統計）                    （単位：兆ウォン） 
  2000 2005 2006 2007 2008 2009 2010 
資金調達 65 109 184 184 230 152 117 
間接金融 11 23 68 98 115 19 23 
預金取扱機関・預金銀行 23 20 60 92 107 11 4 
その他金融機関・非銀行金融機関 -11 3 7 6 8 8 18 
直接金融 17 53 80 54 66 95 61 
CP（コマーシャル・ペーパー） -4 4 14 24 12 -8 2 
会社債 -2 12 26 -4 24 69 28 
株式 20 19 28 24 20 23 20 
その他、出資持分 ― 16 10 9 8 9 8 
海外調達 16 5 5 6 8 6 4 
その他 19 26 29 25 40 31 27 
資金運用 27 57 109 111 130 95 60 
金融機関預り金 8 21 46 29 48 55 5 
決済および短期貯蓄性預金 ― 25 12 4 11 19 27 
長期貯蓄性預金 ― -10 9 1 22 12 16 
CD（譲渡性預金証書） ― 2 3 11 7 11 -30 
金銭信託 ― 1 15 11 8 9 -7 
有価証券 5 5 9 19 12 7 6 
   CP 1 -1.3 0.3 9 -0.1 -1 -0.3 
   会社債 3 0.8 -3 -1 0.6 0.9 1 
   受益証券 -5 -0.5 -0.8 6 -0.2 -4 1 
   株式 3 3 15 9 10 9 4 
海外運用・対外債権 7 5 12 21 23 18 27 





補足表３－２   アメリカの企業内貿易（財部門における対各国）     （単位：10 億ドル） 
  
2002 2007 2012 
輸出 輸入 収支 輸出 輸入 収支 輸出 輸入 収支 
世界（総計） 629 1,154 -525 1,046 1,941 -895 1,353 2,251 -898 
  機械（電気機器除外） 70 68 2 122 121 1 150 146 4 
  コンピューターおよび電気製品 116 205 -89 136 312 -176 123 354 -231 
  電気設備および部品 20 39 -19 33 67 -34 36 81 -45 
  輸送機械 123 219 -96 202 277 -75 226 313 -87 
  化学品・医薬製品 78 87 -9 147 160 -13 188 209 -21 
  農業 24 11 13 46 19 27 68 29 39 
  オイル・ガス 1 72 -71 5 229 -224 10 255 -245 
  石油・石炭製品 7 31 -24 30 102 -72 110 135 -25 






   
カナダ 142 210 -68 213 312 -99 244 323 -79 
  機械（電気機器除外） 15 9 6 22 13 9 27 13 14 
  コンピューターおよび電気製品 13 8 5 13 9 4 12 7 5 
  電気設備および部品 4 3 1 7 4 3 8 3 5 
  輸送機械 42 63 -21 59 74 -15 56 70 -14 
メキシコ 86 134 -48 119 210 -91 175 276 -101 
  機械（電気機器除外） 7 4 3 10 9 1 16 14 2 
  コンピューターおよび電気製品 14 30 -16 13 45 -32 13 54 -41 
  電気設備および部品 5 10 -5 7 17 -10 7 20 -13 
  輸送機械 12 36 -24 15 46 -31 24 71 -47 
中国 20 124 -104 61 323 -262 103 424 -321 
  機械（電気機器除外） 2 5 -3 6 17 -11 9 23 -14 
  コンピューターおよび電気製品 4 33 -29 10 109 -99 9 158 -149 
  電気設備および部品 0.5 10 -9.5 1 22 -21 1 30 -29 
  輸送機械 3 2 1 9 7 2 14 12 2 
日本 48 121 -73 58 144 -86 64 144 -80 
  機械（電気機器除外） 3 15 -12 5 21 -16 3 26 -23 
  コンピューターおよび電気製品 9 27 -18 7 27 -20 7 19 -12 
  電気設備および部品 0.8 3 -2.2 1 4 -3 1 5 -4 
  輸送機械 7 51 -44 9 63 -54 10 59 -49 
ドイツ 24 60 -36 44 94 -50 43 105 -62 
  機械（電気機器除外） 2 8 -6 4 16 -12 4 17 -13 
  コンピューターおよび電気製品 6 5 1 7 8 -1 5 9 -4 
  電気設備および部品 0.6 2 -1.4 1 3 -2 1 3 -2 
  輸送機械 6 23 -17 12 28 -16 12 33 -21 
韓国 21 35 -14 33 45 -12 40 57 -17 
  機械（電気機器除外） 2 1 1 4 3 1 5 5 0 
  コンピューターおよび電気製品 5 15 -10 6 14 -8 6 13 -7 
  電気設備および部品 0.4 1 -0.6 0.8 2 -1.2 0.9 3 -2.1 
  輸送機械 3 7 -4 4 11 -7 4 16 -12 
（注）品目は、NAICS（North America Industry Classification System）分類。また各国とは貿易統計の集計の仕方（CIF 基準や
FOB 基準）により若干の差異がある。 




表３－７   産業部門別地域別対内直接投資     （単位：100 万ドル） 
  2000   （投資形態別） 
  世界 米国 EU アジア 日本 中国 台湾 香港 ASEAN シンガポール M&A グリーンフィールド 
総計 15,264 2,921 4,445 4,717 2,451 76 250 123 1,712 297 2,865 12,399 
農林、畜産、水産、鉱業 3 ― 1 2 2 ― ― ― ― ― ― 3 
製造業 6,877 875 2,384 968 721 8 42 12 181 32 1,531 5,345 
  電気電子 2,575 704 694 215 109 3 23 ― 78 20 902 1,673 
    半導体 1,746 630 75 130 100 ― 6 ― 24 11 880 867 
  運送用機械 839 26 776 35 32 ― ― ― 1 1 361 478 
    自動車 720 ― 720 ― ― ― ― ― ― ― 323 397 
    自動車部品 117 25 56 34 32 ― ― ― 1 1 38 79 
サービス業 8,129 1,950 2,053 3,595 1,726 67 208 110 1,381 264 1,147 6,981 
電気、ガス、水道、建設 254 95 7 151 1 ― ― ― 149 ― 185 69 
  2005   （投資形態別） 
  世界 米国 EU アジア 日本 中国 台湾 香港 ASEAN シンガポール M&A グリーンフィールド 
総計 11,565 2,689 4,780 3,513 1,880 68 12 819 641 388 5,268 6,297 
農林、畜産、水産、鉱業 3 ― ― 2 2 ― ― ― ― ― 2 ― 
製造業 3,078 891 966 944 645 28 8 33 175 146 1,068 2,009 
  電気電子 1,042 183 453 228 104 7 2 15 98 74 302 740 
    半導体 620 117 341 142 57 5 1 10 66 53 151 468 
  運送用機械 706 240 289 126 55 13 ― 4 5 4 273 432 
    自動車 159 ― 55 58 ― 9 ― ― ― ― 110 48 
    自動車部品 350 52 234 61 53 4 ― 4 ― ― 162 188 
サービス業 8,300 1,752 3,680 2,565 1,231 39 4 786 466 241 4,151 4,149 
電気、ガス、水道、建設 183 46 133 2 2 ― ― ― 
 
― 45 138 
  2010   （投資形態別） 
  世界 米国 EU アジア 日本 中国 台湾 香港 ASEAN シンガポール M&A グリーンフィールド 
総計 13,071 1,974 3,195 6,898 2,082 414 208 92 1,635 772 2,015 11,055 
農林、畜産、水産、鉱業 4 ― ― 3 ― 1 ― ― ― ― ― 4 
製造業 6,658 397 1,532 4,467 1,226 310 105 24 392 381 1,155 5,502 
  電気電子 1,561 ― 223 1,013 519 261 46 6 165 156 479 1,082 
    半導体 1,043 ― 41 863 400 250 44 4 156 153 343 700 
  運送用機械 2,483 ― 48 2,413 6 4 ― 12 1 1 34 2,449 
    自動車 373 ― ― 370 ― ― ― ― ― ― 1 372 
    自動車部品 2,079 ― 27 2,036 5 3 ― 5 1 1 20 2,059 
サービス業 6,302 1,572 1,594 2,394 853 101 102 67 1,242 390 858 5,443 
電気、ガス、水道、建設 106 3 70 33 2 ― ― ― ― ― ― 106 
  2012   （投資形態別） 
  世界 米国 EU アジア 日本 中国 台湾 香港 ASEAN シンガポール M&A グリーンフィールド 
総計 16,286 3,674 2,716 8,848 4,541 727 21 1,669 1,681 1,405 3,748 12,537 
農林、畜産、水産、鉱業 4 ― ― 4 ― 4 ― ― ― ― ― 4 
製造業 6,097 1,803 1,288 2,609 2,124 167 12 48 228 126 1,032 5,064 
  電気電子 1,307 224 256 679 487 16 4 43 111 30 349 957 
    半導体 572 146 14 390 282 12 2 8 84 4 90 481 
  運送用機械 1,264 896 179 40 27 2 ― ― ― ― 88 1,175 
    自動車 889 889 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 889 
    自動車部品 254 6 157 29 27 2 ― ― ― ― 88 165 
サービス業 9,601 1,353 1,422 6,201 2,415 553 9 1,591 1,452 1,279 2,702 6,870 




   
 93 
 
表３－８   2010 年部門別・地域別・企業規模別の海外進出先（現地法人）雇用者構成 （単位：人） 
  
韓国人雇用者数 現地雇用者数 
生産職 営業職 管理職 役員 生産職 営業職 管理職 役員 
部門別 
製造業 2,488 1,397 9,088 2,547 1,001,463 40,197 102,674 7,381 
卸・小売業 126 1,007 1,726 394 22,724 30,785 13,655 364 
鉱業 18 4 119 77 8,841 1,376 2,909 94 
不動産及び賃貸業 95 229 244 283 1,066 1,324 1,843 188 
専門、科学及び技術サービス業 483 18 167 89 902 458 570 83 
運輸業 27 174 350 127 3,399 5,553 3,348 73 
出版、映像、放送通信及び情報サービス
業 
68 40 147 90 2,800 518 1,710 69 
建設業 44 39 697 76 6,009 282 1,855 40 
その他 93 147 401 192 4,601 4,071 2,161 219 
地域別 
アジア 2,525 1,796 9,463 2,875 931,772 69,367 102,564 7,606 
北米 423 639 1,379 423 18,905 5,382 8,660 564 
ヨーロッパ 191 371 1,147 254 52,486 4,260 12,387 214 
その他 303 249 950 323 48,642 5,555 7,114 127 
企業規模別 
大企業 2,198 2,092 7,623 1,716 484,922 57,540 86,298 5,919 
中小企業 1,209 918 5,146 1,980 554,471 25,992 43,246 2,465 
その他 35 45 170 179 12,412 1,032 1,181 127 
各項目総計 
全体 3,442 3,055 12,939 3,875 1,051,805 84,564 130,725 8,511 
比率（％） 0.3 3.5 9.0 31.3 99.7 96.5 91.0 68.7 




第３節  2000 年代急進する財閥企業のグローバル展開と資本主義 
 
韓国 4 大財閥（サムスン、現代、LG、SK）および派生財閥グループの総売上高が GDP





                                                   
32 민주정책연구원(http://www.idp.or.kr/)内（特別企画論文）、김진방「경제 민주화와 재벌 개혁」 
,2013,p.19（2013 年 5 月 10 日アクセス）。同論文同ページ脚注よりキム・ジンバンによると、「4 大
財閥（サムスン、現代、LG、SK）のうち、1992～2010 年の間で、CJ、シンセゲ（新世界）、ハンソ























                                                   
33 김상조、前掲論文（脚注 17）、pp.134-142。홍장표「제조업 대-중소기업 양국화에 관한 이중 
구조론적 검토」안현효편、前掲書、および이병천「외환위기 이후 한국의 축적체제：수출수도 수 
익추구 축적체제의 특성과 저진로 함정」한국사회과학연구소『동향과 전망』제 81호,2011,pp.27- 
43も参照。あるいは、정구현외『한국의 기업 경영 20년』삼성경제연구소,2008,pp.95-149、でも
言及されている。 
また、한국은행「2010 년 기업경영분석」2011（韓国銀行『2010 年 企業経営分析』2011 年）に














年度別・企業規模別の輸出依存度推移は、製造業全体 2006 年 43.9％→2010 年 43.2％（以下同順）、
大企業 55.9％→59.0％、中小企業 23.4％→2010 年 22.6％となっている（p.16）。 
34 同データは、直近で UNCTAD, World Investment Report 2009, UN, NY and Geneva,2009 にまと
められている。 





























































表３－９   2007 年韓国多国籍企業の位置づけ―日米多国籍企業との比較によせて（トランスナショナル度順） （単位：100 万ドル、人、％） 
企業名 産業分類 
資産 売上高 雇用者数 
トランスナショナル度 
海外 合計 海外 合計 海外 合計 
Sony Corporation 電子 45,424 110,112 58,824 77,819 119,500 180,500 61.0 
IBM コンピューター 57,699 120,431 62,275 98,786 251,262 386,558 58.7 
LG Corp. 電子 30,505 57,772 50,353 81,496 40,688 79,000 55.4 
Toyota Motor Corporation 自動車 153,406 284,722 145,815 230,607 121,775 316,121 51.9 
General Electric 電子 420,300 795,337 86,519 172,738 168,112 327,000 51.4 
Hynix Semiconductor Inc※ 電子 5,765 18,928 8,634 9,234 5,160 18,226 50.8 
Samsung Electronics Co., Ltd 電子 29,173 99,749 82,650 105,232 29,097 84,721 47.4 
Kia Motors※ 自動車 8,654 20,789 12,283 21,699 10,368 32,977 43.2 
Wal-Mart Stores 小売 62,961 163,514 90,640 374,526 635,000 2,055,000 31.2 
Hyundai Motor Company 自動車 25,939 89,571 33,692 74,353 5,178 55,629 27.9 
（注）※企業は、同レポート上、発展途上国群多国籍企業のなかで位置づけられている。産業分類は、アメリカ SEC（証券委員会）による US SIC（アメ
リカ標準産業分類）。また、同資料上では海外資産順にランキングされており、GE が世界最大規模（1 位）となっている。Hyundai Motor Company の海
外雇用者数は、前年の同比率を適用させて算出。 
（出所）UNCTAD, World Investment Report 2009, UN, NY and Geneva,2009, pp225-233 を参照、作成。 
 
 





る。総売上高（連結ベース）は年々増大（2005 年 80 兆ウォン→2010 年 154 兆ウォン）
しており、国内、アメリカ、欧州、中国の急激な伸びに反映されている。とりわけ中国
における総売上高（2006 年 25 兆ウォン→2010 年 62 兆ウォン、以下同順）かつ内部売
上高（14 兆ウォン→37 兆ウォン）の数値の高さ（推移）を加味すると、同国における
展開かつ進出が積極的であるといえよう。中国の純売上高（11 兆ウォン→24 兆ウォン）






上高比 88.3％）を深めた形となっている。R&D を推し進めつつ（2010 年連結売上高 R 








表３－１０   サムスン電子のグローバル展開＝大規模市場への急速な進出と世界へ拡がる販売網 （単位：10 億ウォン） 
2005   
  国内 






  内需 輸出 
総売上高 16,486 50,719 24,872 25,898 43,268 543 (81,160) 80,629 
32,854 
内部売上高 (4,171) (45,773) (7,781) (5,352) (18,082) ― 81,160 ― 
純売上高 12,315 4,946 17,091 20,546 25,186 543 ― 80,629 
営業利益 6,629 20 118 512 12 280 7,575 
地域別資産 67,799 5,819 5,895 8,824 125 (14,002) 74,461 
 
2006 
  国内 






  内需 輸出 
総売上高 17,532 53,234 27,794 31,385 21,585 25,853 (91,551) 85,834 
33,426 
内部売上高 (4,532) (46,978) (9,809) (9,377) (6,777) (14,075) 91,551 ― 
純売上高 13,000 6,255 17,985 22,008 14,807 11,777 ― 85,834 
営業利益 7,541 163 552 217 325 328 9,129 
地域別資産 74,253 7,154 7,751 4,647 5,565 (18,007) 81,366 
2007 
総売上高 18,962 57,414 31,657 41,703 23,668 35,184 (110,083) 98,507 
37,403 
内部売上高 (4,788) (50,449) (12,089) (14,751) (7,928) (20,076) 110,083 ― 
純売上高 14,173 6,965 19,568 26,951 15,740 15,108 ― 98,507 
営業利益 6,819 206 641 329 723 252 8,973 
地域別資産 84,014 10,458 10,877 5,593 7,798 (25,367) 93,375 
2008 
総売上高 21,398 69,074 45,246 54,416 29,242 46,674 (144,759) 121,294 
42,376 
内部売上高 (5,935) (60,976) (19,804) (20,186) (10,053) (27,802) 144,759 ― 
純売上高 15,462 8,098 25,441 34,230 19,189 18,872 ― 121,294 
営業利益 4,648 90 261 301 404 324 6,031 
地域別資産 94,013 18,887 13,927 7,218 9,161 (37,907) 105,300 
2009 
総売上高 110,741 58,062 60,805 32,983 57,916 (184,186) 136,323 
39,134 
内部売上高 (88,797) (24,290) (25,608) (11,337) (34,152) 184,186 ― 
純売上高 21,944 33,772 35,197 21,646 23,763 ― 136,323 
営業利益 ― ― ― ― ― ― 10,925 




総売上高 137,732 63,898 64,245 33,988 62,233 (207,468) 154,630 
44,939 
内部売上高 (111,880) (20,378) (28,115) (9,134) (37,959) 207,468  ― 
純売上高 25,851 43,520 36,129 24,853 24,274 ― 154,630 
営業利益 ― ― ― ― ― ― 17,296 





品、繰延税金資産（deferred tax asset）、退職金資産、保険契約で発生する権利は除外している。同様に 2010 年の非流動資産には
金融商品、繰延税金資産、関連企業およびジョイント・ベンチャー投資などが除外されている。2009 年と 2010 年の非流動資産連結後
金額カッコ内は、すべて含んだ総計の資産額となっており、2005～2008 年地域別資産連結後金額と同様な算出項目。2010 年のアジ





表３－１１   サムスン電子のグローバルネットワーク（主要生産拠点） 
水原（スウォン）本社 
   
瑞草（ソチョ）ソウルオフィス       
国内事業所（生産工場）       
水原（スウォン）事業所、 亀尾（クミ）第一事業所、 亀尾（クミ）第二事業所、 
 
器興（ギフン）事業所、 華城（ファソン）事業所、 温陽（オニャン）事業所、光州（クァンジュ）事業所   
主要海外生産法人現況       
会社名（国・地域） 業態 生産製品 持分比率 
SAS（アメリカ） 製造 半導体（メモリ） 100.0% 
SAMEX（メキシコ） 製造 電子製品（テレビ、モニター、携帯電話） 100.0% 
SEM（メキシコ） 製造、販売 電子製品（冷蔵庫、エアコン等） 100.0% 
SEDA（ブラジル） 製造、販売 電子製品（テレビ、モニター、携帯電話、AV 製品、HDD 等） 100.0% 
SERK（ロシア） 製造 テレビ、モニター 100.0% 
SEH（ハンガリー） 製造、販売 電子製品（テレビ） 100.0% 
SESK（スロバキア） 製造 テレビ、モニター、AV 製品 100.0% 
SEEG（エジプト） 製造 テレビ、モニター 100.0% 
SEHZ（中国、恵州） 製造 電子製品（AV 製品） 99.8% 
SESC（中国、蘇州） 製造 電子製品（コンピューター） 100.0% 
SESS（中国、蘇州） 製造、下請け製造 半導体（メモリ、システム LSI、モジュール） 100.0% 
TSEC（中国、天津） 製造 電子製品（AV 製品） 91.3% 
TSLED（中国、天津） 製造 LED 100.0% 
TSTC（中国、天津） 製造 通信製品（携帯電話） 90.0% 
TSOE（中国、天津） 製造 カメラ、カムコーダ 90.0% 
SSDP（中国、山東、威海） 製造 プリンタ 100.0% 
SSKMT（中国、深圳） 製造 通信製品（携帯電話） 60.0% 
SEHF（中国、海口） 製造 光繊維、光ファイバー等のケーブル 100.0% 
SSEC（中国、蘇州） 製造 家電製品（冷蔵庫、エアコン等） 88.3% 
SEIN（インドネシア） 製造、販売 電子製品（テレビ、モニター、AV 製品、ODD 等） 100.0% 
TSE（タイ） 製造、販売 電子製品（テレビ、モニター、洗濯機、調理機器等） 92.0% 
SAVINA（ベトナム） 製造、販売 電子製品（テレビ、モニター、AV 製品、ODD 等） 80.0% 
SEV（ベトナム） 製造 電子製品（携帯電話） 100.0% 
SDMA（マレーシア） 製造 電子製品（テレビ、モニター） 100.0% 
SEMA（マレーシア） 製造 家電製品（電子レンジ、掃除機等） 100.0% 






&D 比率 6.1％、同年韓国製造業全体の売上高 R&D 比率 1.6％）36、韓国全体の輸出額
                                                   
36 数値は、サムスン電子（http://www.samsung.com/sec/）および한국은행「2011 년 기업경영분석 
」2012、を参照。 
韓国製造業全体の売上高における製造業 R&D 比率のうち、大企業は 1.84％、中小企業は 1.07％と
なっている。また、同年「電子部品、コンピューター、映像、音響および通信装備機器」部門の売上
高における同部門 R&D 比率は、全体で 4.42％、うち大企業 4.88％、中小企業 2.43％となっている。
こうして比較してみても、サムスン電子の研究開発・技術革新への積極的な取り組みが伺える。数値
 99 
（539.1 兆ウォン）に占めるサムスン電子の輸出額（95.0 兆ウォン）の割合は 2010 年
17.6％である37。ただし、海外全体を括って国内と比べてみた場合、2010 年総売上高で








表３－１２   サムスン電子の雇用状況                    （単位：人） 
  2009 2010 2011 
雇用者総数 157,701 190,464 221,726 
地域別雇用者数       
国内 85,089 95,662 101,973 
海外 72,612 94,802 119,753 
アジア 17,074 26,355 41,481 
中国 31,995 37,599 41,203 
米州 11,447 16,151 21,531 
欧州 11,159 13,334 13,850 
中東 937 969 1,154 
アフリカ ― 394 534 
契約形態別雇用者数       
正規 149,865 178,732 210,070 
非正規 7,836 11,732 11,656 
年齢別雇用者数       
20 代以下 86,779 106,162 124,641 
30 代 52,961 61,989 70,531 
40 代以上 17,961 22,313 26,554 
職級別雇用者数       
社員 126,437 155,319 181,793 
幹部 30,380 34,171 38,766 
役員 884 974 1,167 
職務別雇用者数 
製造 80,115 100,306 122,576 
開発 44,033 50,084 55,320 
その他 17,246 21,132 23,149 
営業 16,307 18,942 20,681 
（出所）サムスン電子（http://www.samsung.com/sec/）参照、作成。 






出資となっている。また、株式のうち普通株式における外国人保有率は 2010 年 55.0％、
優先株式の同比率に至っては同年 82.0％となっている38。こうした海外展開は、雇用状
況にも端的に表れている。表３－１２に示されている通り、2009 年の雇用者比率は、国
内 54.0％：海外 46.0％であったが、2011 年には国内 46.0％：海外 54.0％と逆転した。
アジア（2009 年 17,074 人→2011 年 41,481 人、以下同順）および中国（31,995 人→41,230
人）における雇用の増加が顕著である。こうしたなか、非正規職の雇用（7,836 人→11,656
人）よりも、正規職による雇用増大（149,865 人→210,070 人）をもたらしているが、
年齢別にみると 30 代以下の雇用が圧倒的（2011 年全体比 88.0％）で、社員の高い比率





ン電子同様に売上高（連結ベース）は、年々増加（2005 年 58 兆ウォン→2010 年 112
兆ウォン、以下同順）している。生産台数を見てみると、国内では以前から一定した生
産量（168 万台→174 万台）を保っているが、海外における生産量（63 万台→188 万台）
が飛躍的に伸長していることがわかる。国内の販売実績台数（170 万台→173 万台）に
おいても海外の同実績台数（67 万台→190 万台）が 2010 年に上まわるようになった。
しかし、売上高では海外展開（7 兆ウォン→26 兆ウォン）よりも国内展開（27 兆ウォ
ン→36 兆ウォン）に優位性をもつ。国内生産市場における販売実績台数は内需（56 万
台→65 万台）および輸出（113 万台→107 万台）ともに低調であるが、内需売上高（11
兆ウォン→15 兆ウォン）および輸出売上高（16 兆ウォン→21 兆ウォン）は増収してい
る。つまり、国内生産（・消費）過程における高付加価値化を実現しつつ、海外市場に
おいては未だ効率的な生産形態が貫徹されているとは言い難いのである。とはいえ、中
国 BHMC 工場やインド HMI 工場における（生産・）販売実績台数（中国 23 万台→70





                                                   
38 数値は、同上ウェブサイト参照。 





表３－１３   現代自動車のグローバル展開＝進む海外生産と海外市場の攻略 





     2000     2005   2006   2007   2008   2009  2010 
生産台数（1000 台） 1,526 1,683 1,618 1,706 1,673 1,606 1,743 
販売実績台数（1,000 台） 1,513 1,700 1,611 1,700 1,668 1,611 1,730 
 内需 ― 569 580 624 570 701 657 
 輸出（CKD 除外） ― 1,131 1,030 1,076 1,098 910 1,072 
売上高（10 億ウォン） 18,230 27,383 27,335 30,619 32,189 31,859 36,769 
 内需売上高 10,468 11,019 11,839 12,933 12,292 16,067 15,599 





生産台数（1,000 台） ― 633 889 911 1,117 1,493 1,882 
販売実績台数（1,000 台） 126 670 912 916 1,127 1,520 1,901 
売上高（10 億ウォン） ― 7,129 9,900 10,027 13,527 21,000 26,008 
（主要製造工場）        
米国・HMMA 工場 ― 91（91，0） 236（214，21） 251（223，27） 237（211，25） 194（161，33） 299 
 売上高（10 億ウォン） ― 1,432 3,597 3,829 4,260 4,052 5,946 
中国・BHMC 工場 1（1,0） 233（233,0） 290（290，0） 231（231，0） 294（294，0） 570（570，0） 703 
 売上高 ― 2,928 3,509 2,867 3,977 8,897 10,745 
インド・HMI 工場 111（102，8） 252（156，96） 299（186,113） 327（200,126） 489（245,244） 559（289,270） 603 
 売上高 ― 1,684 1,846 2,131 3,898 5,017 5,111 
トルコ・HAOS 工場 14（9，5） 93（72，20） 87（52，34） 107（38，69） 95（34，61） 79（62，17） 94 
 売上高 ― 1,084 947 1,198 1,217 1,022 1,197 
チェコ・HMMC 工場 ― ― ― ― 11（0，11） 116（0，116） 200 






売上高（10 億ウォン） 39,851 58,830 63,648 69,601 79,736 91,463 112,589 
資産 39,872 65,891 70,709 83,847 103,205 102,324 118,077 
負債 28,168 46,250 49,743 60,133 77,853 73,363 81,342 
（注）各単位未満は切り捨てており、合計に若干の誤差がある。2000 年の海外展開の数値は 2002 年となっている。海外展開の工場別販売実績のカッコ
内数値は、順に内需、輸出の内訳である。また、連結ベース 2000 年の数値は 2001 年となっている。現代自動車の本表は、IR や各種報告書（持続可能
報告書など）を照らし合わせて作成したが、各資料の同項目において、多少の数値の誤差があり、その点に留意されたい。 
（出所）現代自動車（http://www.hyundai.com/kr/）参照、作成。 






者数は微増（2005 年 54,440 人→2011 年 57,303 人、以下同順）しつつも、全体に占め
る比率（76.0％→66.3％）は減少基調にあり、海外雇用者数の増進（17,210 人→29,125
人）による海外比率分 24.0％→33.6％に表れている。以上の点は、北米における雇用減










元暁路（ウォニョロ）ソウルオフィス     
国内事業所（生産工場）     
蔚山（ウルサン）工場、 牙山（アサン）工場、 全州（チョンジュ）工場 
主要海外生産法人現況     
会社名（国・地域） 業態 持分比率 
HMMA（アメリカ） 完成車製造、販売 100.0% 
HMB（ブラジル） 完成車製造、販売 100.0% 
HMMR（ロシア） 完成車製造、販売 70.0% 
HMMC（チェコ） 完成車製造、販売 100.0% 
HAOS（トルコ） 完成車製造、販売 89.3% 
BHMC（中国） 完成車製造、販売 50.0% 







表３－１５   現代自動車の雇用状況                    （単位：人） 
  2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 
雇用者総数 71,650 74,754 76,704 78,270 78,539 80,185 86,428 
国内 54,440 54,973 55,939 56,204 56,027 56,461 57,303 
一般事務職 10,839 11,003 11,118 11,239 11,179 11,355 11,502 
研究職 5,382 5,725 5,931 6,069 6,224 6,790 7,700 
生産 31,466 31,553 32,227 32,260 32,036 31,765 31,568 
営業 6,453 6,407 6,365 6,341 6,304 6,270 6,264 
その他 300 285 298 295 284 281 269 
海外 17,210 19,781 20,765 22,066 22,512 23,724 29,125 
北米 7,570 8,421 6,961 6,596 5,841 5,005 5,149 
欧州 2,250 2,461 3,184 5,101 4,430 3,974 6,499 
中国 4,127 4,311 5,074 5,457 7,117 7,443 9,625 
インド 3,033 4,187 5,314 4,694 4,947 5,511 5,795 





















サムスン電子 5,201 69.7 74.6 9.0 
現代自動車 2,299 94.0 24.4 17.5 
LG 2,513 64.6 38.9 3.0 
SK 5,181 86.0 60.2 10.1 
ロッテ（ショッピング） 1,240 33.2 37.3 3.8 
ポスコ 1,141 79.0 14.4 18.0 
現代重工業 589 75.4 7.8 17.9 
GS 916 64.0 14.3 4.3 
韓進（ハンジン） 500 40.4 12.3 9.5 
ハンファ 2,117 40.0 52.9 10.0 














差が、極めて大きいことである（例えば、サムスン電子 74.6 倍、現代自動車 24.4 倍、
LG グループ 38.9 倍、SK グループ 60.2 倍）。同時に、この 4 大財閥と他財閥間におけ
る一定程度の給与格差も把握できる。また、いずれの企業においても平均勤続年数が長








                                                   
40 정구현외、前掲書（脚注 33）、pp.207-247 および pp.319-324 を参照。 
41 同段落においては、김영모『한국자본가계급 연구』고헌,2012,pp.194-299 を参照。 
































                                                   
43 김동춘「한국형 신자유주의와 기업국가로의 변화 ―이명박 정부 하의 한국의 정치경제」새얼문 
화재단『황해문화』제 66 권,2010． 
44 『朝鮮日報』2012 年 9 月 4 日。 




























 韓国では、1997 年アジア通貨金融危機によって受容した IMF 構造調整政策が劇的な
市場開放を促し、経済成長するための政策的対応として、2000 年代半ばから FTA が数

















                                                   
1 暉峻衆三編『日本の農業 150 年――1850～2000 年』有斐閣、2003 年、を参照。 
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に 1990 年代から二国間で締結される FTA を世界的に急増させている。それは、世界で
共通の貿易制度をつかさどる GATT／WTO 体制の意義と限界を問うものでもある3。 
北米では 1994 年に北米自由貿易協定（NAFTA：North American Free Trade 
Agreement）が発効した。アジアでは 1997 年アジア通貨金融危機を通して実質的に域
内における貿易取引の増大や各国相互間の危機管理・協力が加速化した。EU では、1995
年以降 16 カ国が加盟し、それまでの加盟国数（12 カ国）のおよそ倍となり、計 28 カ
国（2013 年）になった。また、世界の FTA の発効件数は、1990 年以前には 16 件であ
ったが、1990 年代に 51 件、2000 年代に 120 件が発効され、現在およそ 200 件となっ
ている4。他方、最近話題となっている TPP は、そもそもシンガポール、ニュージーラ
ンド、チリ、ブルネイの 4 カ国で 2006 年に発効されていた環太平洋戦略的経済連携協
定（Trans-Pacific Strategic Economic Partnership Agreement：P4）が拡大した経済
連携協定で、2010 年にアメリカ、オーストラリア、ペルー、ベトナム、マレーシア、




                                                   




4 ジェトロ『ジェトロ世界貿易投資報告 2011 年版』ジェトロ、2011 年、54 ページ。 
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「FTA 遅刻生」とも表現された。ここ数年で韓国の発効済み FTA は 9 件 46 カ国にのぼ
り、FTA 交渉やそのための共同研究の動きも表４－１に見られるように活発である。そ
の動きの対象は市場規模が大きく、関税率が比較的高い国・地域との FTA 推進であるこ
とも理解できる。現在発効している FTA は、2004 年 4 月のチリ、2006 年 3 月のシン
ガポール、同年 9 月の EFTA（European Free Trade Association：欧州自由貿易連合）、
2011年8月のペルーをはじめ、東南アジア諸国連合（ASEAN：Association of South-East 
Asian Nations）とは 2007 年 6 月に商品分野、2009 年 5 月にサービス分野の協定が発
効され、同年 9 月には投資分野も発効されている。2010 年 1 月にインドとも CEPA
（Comprehensive Economic Partnership Agreement：包括的経済連携協定）を発効し
た。特に、2011 年 7 月には EU と、2012 年 3 月にはアメリカとの FTA を発効するに至
った。グローバルな市場大国との締結で最近の議論の中心となっている。さらに、中国、
インドネシア、ベトナム、韓中日、RCEP（Regional Comprehensive Economic 
Partnership：東アジア地域包括的経済連携）との FTA 交渉を重ねており、アジア市場 
                                                   
5 대한민국외무부『1998 년도 경제백서』외교통상부,1999,p.212、奥田聡『韓米 FTA 韓国対外経済 
政策の新たな展開』アジア経済研究所、2007 年、8～9 ページ。 












  （WTO，2010 年） 
発効 チリ 2004 年 4 月 発効 6.0% 6.0% 
（9 件 46 か国） シンガポール 2006 年 3 月 発効 0.0% 0.2% 
  EFTA 2006 年 9 月 発効 ― ― 
  ASEAN 2007 年 6 月 商品分野発効 ― ― 
    2009 年 5 月 サービス分野発効   
 
    2009 年 9 月 投資分野発効   
 
  インド 2010 年 1 月 CEPA 発効 13.0% 31.8% 
  EU 2011 年 7 月 発効 5.1% 12.8% 
  ペルー 2011 年 8 月 発効 5.5% 6.3% 
  アメリカ 2012 年 3 月 発効 3.5% 4.9% 
  トルコ 2013 年 5 月 発効 9.9% 43.4% 
妥結（1 件） コロンビア 2013 年 2 月 正式署名 12.5% 17.2% 
交渉中 中国 2013 年 9 月 第 7 回 FTA 交渉 9.6% 15.6% 
（5 件） インドネシア 2013 年 5 月 第 3 回 CEPA 交渉 6.8% 8.4% 
  ベトナム 2013 年 5 月 第 1 回 FTA 交渉 9.8% 17.0% 
  韓・中・日 2013 年 7 月 第 2 回 FTA 交渉 ― ― 
  RCEP 2012 年 11 月 FTA 交渉開始決定     
交渉再開調整 カナダ 
2008年 3月 第 13回 FTA交渉（2012年 7月 状
況調査会議） 
3.7% 11.3% 
（6 件） オーストラリア 2010 年 5 月 第 5 回 FTA 交渉 2.8% 1.3% 
  ニュージーランド 2010 年 5 月 第 4 回 FTA 交渉 2.1% 1.5% 
  日本 2012 年 6 月 第 3 回課長級実務協議 4.4% 17.3% 
    （1998 年 11 月から共同研究が開始されている）   
 
  メキシコ 2008 年 6 月 第 2 回 FTA 交渉 9.0% 21.5% 
  GCC 2009 年 7 月 第 3 回 FTA 交渉 ― ― 
交渉準備・共同研究 MERCOSUR 
2009 年 7 月 貿易と投資促進のための共同協
議体設立に署名・締結 
― ― 
（4 件）   




  イスラエル 2010 年 8 月 民間共同研究終了 6.4% 16.3% 
  中米 2011 年 4 月 研究報告書完了 ― ― 





  マレーシア 2011 年 5 月 中間研究（妥当性研究） 8.0% 10.9% 
（注）各平均関税率は、単純平均 MFN 関税率の値。また、インド、ニュージーランド、イスラエル、マレーシアの全産品平均関税率は
2009 年の数値。農産品平均関税率についてはインドネシア、イスラエル、マレーシアの値が 2009 年。 







































                                                   
7 進藤榮一・平川均編『東アジア共同体を設計する』日本経済評論社、2006 年、22 ページ。 












1987 年の「民主化宣言」を受けて 1988 年に成立した盧泰愚政権は、同年 7 月に「民
族自尊・統一繁栄のための特別宣言」（「7・7 宣言」）を発し、民族の共同繁栄とひとつ
の共同体を掲げている。冷戦体制という不安定性のなかで、盧泰愚大統領はその体制対





つづく 1993 年に成立した金泳三政権では、「文民政府」を掲げて 30 年余り続いた軍
部政治を終わらせた。冷戦体制が解体し、グローバル化が進展するなかで金泳三大統領
も韓国の世界化・国際化を推し進めた。1993 年には、アジアへ向けても市場開放や安全
保障の構築による一層の発展や協調のために、 APEC（Asia-Pacific Economic 
                                                                                                                                                     












トソーシングの新規契約シェアにおいては欧州 49％、米国 42％、日本など欧米以外 10％未満である
といった結果が示されており（数値は同書、165 ページ）、その受け手（受託生産会社）を電気機械の
重要部分である半導体関連でみれば、台湾の企業がその多くを担っている。国際的な分業体制の進展

















保協力会議（ミニ CSCE：Conference on Security and Cooperation in Europe）」を提





化されることになった。1998 年 12 月の第 2 回首脳会議では、金大中大統領によって将
来の東アジア地域協力の可能性と方向性を探る東アジア・ビジョン・グループ（EAVG：
East Asia Vision Group）の設置を提案し、受け入れられた。2000 年 11 月の第 4 回首
脳会議では、EAVG の報告書の提案を検討するため、政府間レベルでの研究グループで





























「747 時代」の創出、つまり年平均 7％の経済成長によって、10 年後には 1 人当たり国




















2009 年 1 月初旬に李明博大統領が行った新年国政演説では、外交面において、前年
の韓中日三国首脳会議の成果、ロシアと朝鮮半島を繋ぐ鉄道とガスパイプラインの連結
































2011 年 12 月、スイスのジュネーブで開かれた第 8 回 WTO 閣僚会議は、「ドーハ・ラ
ウンドは袋小路にあり、近い将来に全体合意することはない」という議長総括で閉幕し







われているが、WTO 加盟 100 以上の国や地域が、一連の交渉テーブルについていない。
それゆえ、先進資本主義諸国と新興国・発展途上国間の対立を解消する議論の進展は見
られず、昨今、各国・各地域が貿易自由化を自ら推し進めることのできる自由貿易協定







IMF や国際復興開発銀行（ IBRD： International Bank for Reconstruction and 
Development、のちの世界銀行）を設立し、貿易に関しては、1948 年に自由・無差別
（最恵国待遇・内国民待遇）・多角的を原則とする、GATT を策定した。その枠組みを強
化・拡大するために、1995 年には WTO 体制が発足した。主として物品貿易における数
量制限の撤廃と関税削減を対象とした一般協定 GATT は、加盟各国に対して強制力・拘
束力は弱かったが、国際機関としての多角的貿易システム体制 WTO は、GATT 体制の
もとでは例外とされていた農業や繊維、知的財産権やサービス貿易においてもルールを













を参照。また原資料として、WTO ウェブサイトを参考）。WTO 体制下では 2001 年から
ドーハ開発アジェンダ（Doha Development Agenda）交渉が行われている。1947 年の
第一回一般関税交渉当初は、鉱工業品の関税引き下げ・撤廃のみを目的としていたが、
ケネディ・ラウンドでは、「関税一括引下げ方式」の採用によって 35％もの関税引き下




なった。GATT／WTO 体制への参加国は増えており、1947 年時では 23 カ国、ケネディ・

















年、40～42 ページ、通商産業省『通商白書 総論』平成 3 年版、平成 5 年版、平成 6
年版、平成 7 年版、を参照）。ウルグアイ・ラウンドでの話し合いの合意事項は、①市
場アクセスの分野と、②ルール分野に大きく分けられる。①市場アクセス分野では、（1）
鉱工業品の関税について、1995 年（WTO 協定発効時）から段階的に全体で約 40％引き
下げること（相互撤廃を含む。また、平均関税引き下げ率は日本 61％、カナダ 50％、
アメリカ・EU30％台前後、全体で約 40％）、（2）農業に関しては、1995～2000 年まで






国内需要・消費を 3％（1 年目）から 5％（6 年目）とすること、農産品全体の関税平均
を 36％削減することが合意され、「国内支持」政策として同期間内で「緑の政策」と「青
の政策」を除いた部分である貿易歪曲的農業政策「黄の政策」に対する国内での価格調














カットが示されており、（3）繊維においては、1995 年から 10 年の間で多国間繊維取極































編となってあらわれる。この時期の EU とアメリカの農業における対立は、EU が自身
の共通農業政策（CAP：Common Agricultural Policy）改革＝穀物や牛肉などの支持価
格（介入価格）を引き下げる代償措置として「直接支払い」を導入した「1992 年 CAP
改革」によって交渉を主導し（「1992 年 CAP 改革」の要点は、村田武編著『食料主権
のグランドデザイン―自由貿易に抗する日本と世界の新たな潮流』農山漁村文化協会、
2011 年によると、「過剰生産と財政支出の抑制を狙って、①穀物・油糧種子・豆科牧草・
デントコーンの作付けを、5 年間 15％減反（セット・アサイド）させる。ただし平均 20
ｈａ以下の中小経営には減反を免除する。1984 年以来の生乳生産割当（ミルク・クオー





る。そもそも CAP は、保護主義的性格が強い EU 各国の農業政策を調整するため、共
通の市場や生産の増強を図るために、1962 年に導入されたものである。その後、経済状
況の変化や WTO ルールへの対応から、1992 年、2000 年、2003 年、2009 年に政策が
見直されている［農林水産省ウェブサイト参照］。この点については、村田武『戦後ドイ











が 2001 年 11 月のドーハからはじまり、2003 年 9 月にカンクン、2005 年 12 月香港、





















書館調査立法考査局『レファレンス』第 53 巻第 12 号、2003 年 12 月、64 ページ）で



















































韓 FTA 設立に向けて努力」（10 ページ）していくことが必要だと論及している。 
深川由紀子（「自由貿易協定［FTA］の制度的収斂と東アジア共同体」浦田秀次郎・深
川由紀子編『経済共同体への展望』岩波書店、2007 年）は、東アジアにおける FTA お
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よび地域主義は、NAFTA や EU とは違って、市場の実態化が先行し制度が後追いをし
ている状態で、「実際に誤った制度設計を選択してしまった場合、国家間の調整は市場の


















































































わすことができる。この構造に対して、韓 EU FTA と韓米 FTA は、どのように切り込
んでくるのだろうか。EU やアメリカとの貿易構造、韓 EU FTA と韓米 FTA 発効に際
し合意した品目の関税譲許水準と同状況について、検討しよう。 
 2012 年の韓国貿易額（輸出 5,478 億ドル、輸入 5,195 億ドル）において、輸出に占め
るアメリカの比率は 10.6％、EU9.0％、同輸入比率はアメリカ 8.3％、EU9.7％となっ




表４－２   韓国の対 EU と対アメリカの貿易上位 10 品目（2012 年）   （単位：億ドル） 
対 EU       対アメリカ       
輸出   輸入   輸出   輸入   
船舶 79 乗用車 32 乗用車 103 集積回路半導体 42 
乗用車 51 原油 28 自動車部品 56 半導体製造用装置 21 
半導体ディスプレイ 39 医薬品 21 無線電話機 44 航空機 17 
自動車部品 37 ナフサ 16 集積回路半導体 20 飼料 15 
無線電話機 25 自動車部品 15 ジェット・オイル、灯油 18 航空機部品 14 
ジェット・オイル、灯油 21 その他精密化学原料 15 鉄鋼管 17 古鉄、鉄屑、スクラップ 11 
合成樹脂 14 半導体製造用装置 14 タイヤ 16 有煙炭 11 
集積回路半導体 11 集積回路半導体 11 船舶 14 その他精密化学原料 10 
建設重装備 8 原動機 11 建設重装備 11 家畜肉類 9 
タイヤ 7 ポンプ 10 基礎油分 10 合成樹脂 8 
貿易総額 493   503   585   433 
（出所）韓国貿易協会（http://www.kita.net/）参照。作成。 
                                                   
20 佐野孝治「韓国のグローバル化志向輸出主導型成長モデル―日本は『韓国モデル』に学ぶべきか」










まず、表４－３から、製造業（工産品）の譲許水準であるが、韓 EU FTA では、品目数
や輸入額において、韓国側も EU 側も関税即時～3 年撤廃で 90％を超えており、一挙に














表４－３   韓 EU FTA と韓米 FTA における製造業（工産品）の譲許水準           （単位：億ドル、％） 
  韓 EU FTA 韓米 FTA 
  韓国側譲許 EU 側譲許 韓国側譲許 アメリカ側譲許 
  品目数 比率 輸入額 比率 品目数 比率 輸入額  比率 品目数 比率 輸入額 比率 品目数 比率 輸入額 比率 
即時撤廃① 8,535 90.7 180 69.4 7,201 97.3 318 76.7 7,160 84.9 199 80.3 6,171 87.0 264 69.7 
2～3 年撤廃② 478 5.1 58 22.4 151 2.1 68 16.6 719 8.5 33 13.4 356 5.0 5 1.3 
早期撤廃（①＋
②） 
9,013 95.8 238 91.8 7,352 99.4 386 93.3 7,879 93.4 233 93.7 6,525 92.0 269 71.0 
5 年撤廃 346 3.7 18 6.9 46 0.6 28 6.7 228 2.7 4 1.8 206 2.9 9,838 25.9 
7 年撤廃 45 0.5 3 1.3 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
9～10 年撤廃 ― ― ― ― ― ― ― ― 323 3.8 11 4.4 344 4.8 11 3.1 
10 年超過 ― ― ― ― ― ― ― ― 4 0.0 0 0.0 17 0.2 0 0.0 
総計 9,404 100 259 100 7,398 100 414 100 8,434 100 248 100 7,094 100 379 100 
（注）同表の項目における韓 EU FTAは林産物と繊維を含み、水産物を除外、韓米 FTAでは林産物と水産物を含み、繊維を除外している。韓 EU FTAにおける輸
入額は 2004～2006 年平均基準。韓米 FTA の輸入額は 2003～2005 年平均基準。 




表４－４   韓 EU FTA と韓米 FTA における製造業主要品目の譲許状況         
 
  韓 EU FTA 韓米 FTA 
 
  韓国 EU 韓国 アメリカ 
    撤廃年数 関税（％） 撤廃年数 関税（％） 撤廃年数 関税（％） 撤廃年数 関税（％） 
自動車 中・大型（1,500cc 超過） 3 8 3 10 5 8 
5 2.5 
  小型（1,500cc 以下） 5 8 5 10 5 8 
  その他（ハイブリッド） 5 8 5 10 5 8 5 2.5 
自動車部品 ディーゼルエンジン部品 即時 8 即時 2.7 即時 8 即時 2.5 
  カーステレオ 即時 8 即時 14 即時 8 即時 0～2 
  ギアボックス 即時 8 即時 4.5 即時 8 即時 2.5 
  タイヤ 即時 8 3 2.5～4.5 即時 8 即時～5 0～4.2 
カラーテレビ カラーテレビ完成品 即時 8 5 14 即時 8 即時～3 0～5 
  カラーブラウン管 即時 8 即時 14 即時 8 即時 3 
  受像機 即時 8 5 14 即時 8 即時 3.9～5 
医療用機器 X 線放射線機器 即時～7 8 即時 2.1 即時～10 8 即時 0～1.4 
  超音波映像診断機器 5 8 即時 0 10 8 即時 0 
  コンタクトレンズ 3 8 即時 2.9 3 8 3 2 
  磁気共鳴撮影装置 5 8 即時 0 10 8 即時 0 
  心電計 5 8 即時 0 10 8 即時 0 
医薬品 医薬品（小売／バルク医薬品） 即時～3 8 即時 0 即時～3 8 即時 0 
  ビタミン剤 即時～3 6.5 即時 0 即時～3 6.5 即時 0 
  ホルモン剤 即時 0～6.5 即時 0 即時 0～6.5 即時 0 
  抗生剤（抗生物質） 即時 6.5 即時 0 即時 6.5 即時 0 
（出所）産業通商資源部 FTA（http://www.fta.go.kr/）より、「한・EU FTA 상세설명자료」2012.7,pp.6-7（2013 年 9 月 7 日アクセス）より抜粋。 
 
 
表４－５   韓 EU FTA と韓米 FTA における農業（農産物）の譲許水準           （単位：100 万ドル、％） 
  韓 EU FTA 韓米 FTA 
  韓国側譲許 EU 側譲許 韓国側譲許 アメリカ側譲許 
  品目数 比率 輸入額 比率 品目数 比率 輸入額  比率 品目数 比率 輸入額 比率 品目数 比率 輸入額 比率 
即時撤廃① 610 42.1 266 19.6 1,896 91.8 45 88.3 578 37.8 16.5 億ドル 55.3 1,065 58.7 1.8 億ドル 82.0 
2～3 年撤廃② 17 1.2 243 17.9 10 0.5 ― 0.9 39 2.5 ― 0.2 10 0.6 ― 0.1 
3 年以内撤廃
（①＋②） 
627 43.3 509 37.5 1,906 92.3 ― 89.2 617 40.3 ― 55.5 1,075 59.3 ― 82.1 
5 年撤廃③ 278 19.2 380 27.9 119 5.8 5 10.3 337 22.0 3.6 億ドル 11.9 401 22.1 ― 2.0 
5 年以内撤廃
（①＋②＋③） 
905 62.5 889 65.4 2,025 98.1 ― 99.5 954 62.3 ― 67.4 1,476 81.4 ― 84.2 
6～7 年撤廃 48 3.3 56 4.1 ― ― ― ― 44 2.9 ― 4.1 92 5.1 ― 13.8 
10 年撤廃 286 19.7 298 21.9 ― ― ― ― 344 22.5 ― 4.7 180 9.9 ― 2.0 




55 3.8 5 0.4 39 1.9 ― 0.5 32 2.0 ― 8.1 ― ― ― ― 
総計 1,449 100 1,360 100 2,064 100 51 100 1,531 100 29.8 億ドル 100 1,813 100 2.2 億ドル 100 
（注）セーフガードおよび輸入割当が行われる品目／場合も、同表では同 FTA によって取り決められた関税撤廃年度にしたがって分類している。韓 EU FTA の輸入額は
2004～2006 年平均基準。韓米 FTA の輸入額は 2003～2005 年平均基準。10 万ドル以下は切り捨てているため、かつ原資料の数値を考慮している場合があるため、総計
額や比率に若干の誤差がある。 
（出所）産業通商資源部 FTA（http://www.fta.go.kr/）より、「한・EU FTA 상세설명자료」2012.7,pp.8-12、および「한・미 FTA 주요내용」2012.6,pp.20-26,p.35（ともに 2013




表４－６   韓 EU FTA と韓米 FTA における農業主要品目の譲許内容   
 
韓 EU FTA 韓米 FTA 
コメ コメおよびコメに関連した 16の税番（品目） 譲許除外 コメおよびコメに関連した 16 の税番（品目） 譲許除外 
大豆 
もやし用大豆は現行関税（487％）維持を条件に、採




  もやし用（487％）は現行関税維持 ―醤油粕用および醤油原料：即時撤廃 
  採油および同粕用（487％）は 5 年で撤廃 
―食用大豆：現行関税 維持、TRQ 提供（1 年次 1 万ト






15 年で撤廃、TRQ 提供および ASG（農産物セーフガー
ド） 適用 
  大麦（324％）および裸麦（299.7％）は現行関税維持 
―大麦（基準税率 324％）＋裸麦（基準税率 299.7％）は
14 年間 TRQ 適用（1 年次の物量 2500 トン、以後毎年
複利方式で 2％増加させる）、15 年間 ASG 発動可 
  
麦芽（269％）＋ビール麦（513％）は 15 年で撤廃、
ASG 適用、TRQ 提供 
―麦芽（基準税率 269％）＋ビール麦（基準税率 513％）
は 14 年間 TRQ 適用（1 年次の物量 9,000 トン、以後毎
年複利方式で 2％増加させる）、15 年間 ASG 発動可 
  1 年次は 1 万トン～15 年次 1.7 万トン   
とうもろこし 食用と種子用の区分を撤廃 7 年で撤廃、7 年間 ASG 適用 
  ポップコーン用（630％）は 13 年で撤廃 
―とうもろこし用ポップコーン（基準税率 630％）は 7 年
間に ASG 発動以下の基準輸入量（1 年次 2,556 トン、2
年次 3,994 トン、3 年次 5,751 トン、4 年次 7,828 トン、5
年次 10,224 トン、6年次 10,735 トン、7年次 11,246 トン）
であった場合、無関税 適用 
  種子用（328％）は 5 年で撤廃 
―とうもろこしその他（基準税率 328％）は 7年間に ASG
発動以下の基準輸入量（1年次 9万トン、2年次 14万ト
ン、3年次 21万トン、4年次 28万トン、5年次 37万トン、
6 年次 39 万トン、7 年次 41 万トン）以下であった場合、
無関税 適用 
牛肉 
屠体や部分肉（冷蔵・冷凍）（基準税率 40％）は 15 年
で関税撤廃、同期間中 ASG 適用 
屠体や部分肉（冷蔵・冷凍）（基準税率 40％）は 15 年で
関税撤廃、同期間中 ASG 適用 
  
―ASG 発動物量 1 年次 9,900 トン→毎年 2％増量→
16 年次 13,062 トン 
―ASG 発動物量 1 年次 27 万トン→毎年 6,000 トン増
量→15 年次 35.4 万トン 
  
―ASG 発動税率 1～6 年次実行関税率を適用→7～
11 年次実行関税率の 75％→12～16 年次実行関税
率の 60％ 
―ASG 発動税率 1～5 年次 40％→6～10 年次 30％→
11～15 年次 24％ 
  
肉牛（40％）と食用ばら肉（18％）、加工品（72％）など











ルビなど）（22.5％）は 10 年で関税撤廃、11 年間 ASG
適用 
―ASG発動物量 1年次 0.8万トン→毎年 6％増量→10
年次 14 万トン） 
  
その他冷凍肉およびその他冷蔵肉（屠体や部分肉な
ど、22.5％～25％）は 5 年で関税撤廃 







30％）は 2014 年 1 月 1 日関税撤廃 
  
食用ばら肉（18～30％）、ソーセージ（30％）、その他
豚肉加工品（27～30％）は 5 年で関税撤廃 
冷凍その他豚肉（基準税率 25％）は 2016 年 1 月 1 日
関税撤廃 
    ソーセージ（基準税率 18％）は 5 年で関税撤廃 
（出所）産業通商資源部 FTA（http://www.fta.go.kr/）より、「한・EU FTA 상세설명자료」2012.7,pp.18-23、および「한・미 FTA 주요 
























もちろん、韓国が FTA を通じてアメリカや EU の市場に果敢に進出して、強みである
電気電子部門と輸送機械部門で大きな成果を十分に挙げられると考えられる。ただ、そ
れは主に第３章で析出したように、一部の資本家や大企業すなわちサムスン電子や現代
自動車、LG や SK などに限られており、FTA の意義が問われることになる。つまり、
市場潜在性のパイが大きくなり、貿易、生産、雇用、賃金、消費などの平均的な数値が
増大しても、その実体は格差拡大に集約される。 














合の専門機関のひとつである国際連合食糧農業機関（FAO：Food and Agriculture 











                                                   












































の上昇をもたらし（穀物生産・消費ともに世界総計で 1970 年 10 億トン→1980 年 14 億
トン→1990 年 17 億トン→2000 年 18 億トン→2010 年 22 億トン）23、需要と供給のバ
ランスが難しい状態となっている（穀物期末在庫率は世界総計で 1970 年 17.4％→1980
年 21.4％→1990 年 29.0％→2000 年 30.5％→2010 年 20.8％）24。 
表４－７は、生産量、労働者数、機械数、耕地面積を示したものである。生産量は、
一目瞭然だが、わずか数カ国で半分以上の割合を占めていることがわかる。例えば、穀
類の生産量（2008年 25億トン）に占める各国の比率では、中国 19.0％、アメリカ 16.0％、
インド 10.6％となっており、日本は 0.4％である。韓国や日本は、世界と比較すると驚 
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表４－７   世界における各国の農業実体基本構成表（2008 年） 
    世界 アメリカ カナダ メキシコ ブラジル ドイツ フランス ロシア 中国 日本 韓国 インド オーストラリア 






 米（もみ付） 685,875 9,241 - - 12,061 - - - 193,354 11,029 6,919 148,260 - 
 小麦 683,407 68,016 28,611 - - 25,989 39,002 63,765 112,463 881 - 78,570 21,420 
とうもろこし 826,224 307,142 10,592 24,320 58,933 - 15,819 - 166,032 - - 19,730 - 
大豆 230,581 80,749 3,336 - 59,242 - - 746 15,545 262 - 9,905 - 
牛飼養頭数 1,372,380 96,035 - 32,565 202,287 - 19,887 21,546 82,624 4,423 - 174,510 27,321 
  豚飼養頭数 937,954 65,909 13,810 16,100 36,819 26,687 14,806 16,340 446,463 9,745 - 13,700 - 
  鶏飼養羽数 18,139 2,059 - 497 1,202 - - 351 4,602 285 - 584 - 
  実綿 65,424 6,691 - - 3,983 - - - 22,500 - - 11,360 304 
労働者数 総人口 6,750 311 33 108 191 82 62 141 1,344 127 48 1,181 21 
（100 万人）  農林漁家人口 2,617 5 - 20 22 1 1 11 833 3 2 582 - 
  経済活動人口 3,186 161 18 46 98 41 28 76 803 65 24 472 11 
   農林水産業従事者 1,294 2 - 7 11 - - 6 498 1 1 261 - 
   （比率） 40.6 1.7 1.8 17.2 11.8 1.7 2.2 8.5 62 2.5 5.9 55.4 4 
農業用機械 農業用トラクター 29,320 4,390 733 239 777 767 1,135 406 2,064 1,877 244 3,149 315 
（1,000 台） 収穫脱穀機 4,382 346 81 22 53 85 76 108 632 957 84 477 56 
農地用面積 耕地 1,380,515 170,500 45,100 24,800 61,000 11,933 18,260 121,649 108,642 4,308 1,553 158,145 44,024 
（1,000ｈａ） 永年作物地 146,242 2,700 7,050 2,700 7,500 200 1,071 1,793 13,901 320 194 11,175 350 
（注）各項目の各単位数以下は切り捨てている。農業用機械の数値は 2007 年。日本の耕地には、永年牧草地が含まれている。中国の数値には、香港、マカオ、台湾が含まれている。  
（出所）FAO（http://faostat.fao.org/）、農林水産省（http://www.maff.go.jp/）参照、作成。 
     
 
 
表４－８   主要農産物の対世界の国別輸出比率 （単位：％） 
小麦 とうもろこし 米 大豆 牛肉 豚肉 
アメリカ 29.5 アメリカ 68.1 タイ 34.0 アメリカ 39.7 ブラジル 28.6 アメリカ 27.6 
カナダ 14.3 アルゼンチン 15.9 ベトナム 15.8 ブラジル 31.9 オーストラリア 18.3 EU 24.9 
EU 10.6 ブラジル 8.0 アメリカ 11.5 アルゼンチン 17.4 インド 8.9 カナダ 20.0 
ロシア 10.5 カナダ 1.0 インド 11.2 パラグアイ 6.4 アメリカ 8.5 ブラジル 14.1 
アルゼンチン 8.8 中国 0.6 パキスタン 10.2 カナダ 2.2 ニュージーランド 6.5 中国 6.8 
（注）上から順に比率の多い国 5 カ国をあげている。 















数となっており（アメリカ 439 万台、中国 206 万台、日本 187 万台、韓国 24 万台）、
短期性作物の収穫が行われる「耕地」の面積がほかのどの国よりも大きい（アメリカ 1




















ンや国際食料政策研究所（IFPRI： International Food Policy Research Institute）の
レポート（各機関順に 2008 年「二〇〇八年 食料・金融安全保障のための土地争奪」、
2009 年「外国投資家による途上国での農地争奪」）によって、指摘され顕現化した世界
で急速に広がる食料・農業問題である29。韓国や中国、インド、サウジアラビア、カタ





27 暉峻衆三『日本資本主義の食と農 軌跡と課題』筑波書房、2011 年、66 ページ。 
28 増田篤『検証 米国農業革命と大投機相場――バイオ燃料ブームの向こう側で何が起きたのか！？』
時事通信社、2010 年を参照。 
29 ここでの「ランドラッシュ」という表現やグレイン、IFPRI のレポートについては、ひとまず NHK
食料危機取材班『ランドラッシュ―激化する世界農地争奪戦』新潮社、2010 年を参考にした。原典と
して、GRAIN、 Seized : The 2008 landgrab for food and financial security、 2008 ウェブサイト版
（http://www.grain.org/article/entries/93-seized-the-2008-landgrab-for-food-and-financial-security、



























かえ、劇的な経済成長を遂げてきた。2010 年には、1 人あたり国民総所得（GNI：Gross 
National Income）が 2 万ドルをこえ、GDP のうち農林漁業 2.7％、鉱工業 27.7％、そ
の他サービス業 69.6％となり、もはや一見すれば先進国的、工業国的な経済水準となっ 
                                                                                                                                                     
について報告されており、参照されたい。また、IFPRI、 “Land Grabbing” by Foreign Investors in 
Developing Countries、 2009 ウェブサイト版（http://www.ifpri.org/sites/default/files/publications/ 
bp013all.pdf、2012 年 4 月 30 日アクセス）を参照。 
30 同上、参照。さらに詳しくは、福田邦夫「資源戦争と貧困――サハラ以南のアフリカ」新日本出版
社『経済』第 160 号、2009 年 1 月、同氏「『アフリカの年』から五〇年――独立後の波乱と現代」同
書、第 184 号、2011 年 1 月を参照。 
31 同上、福田邦夫、2011 年、89～93 ページ。 
32 同上、92 ページ。 




表４－９   市場開放下の農林畜水産物の輸出入動向 （単位：100万ドル） 
    1995 2000 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 
輸出 全産業 125,085 172,268 284,419 325,465 371,489 422,007 363,534 466,384 555,214 
   農産物 1,086 1,133 1,898 2,008 2,222 2,714 2,990 3,721 4,940 
   畜産物 155 143 172 172 181 215 139 146 176 
   林産物 504 254 150 124 128 118 167 214 266 
   水産物 1,721 1,503 1,194 1,090 1,227 1,448 1,511 1,798 2,307 
輸入 全産業 135,119 160,481 261,238 309,383 356,846 435,275 323,085 425,212 524,413 
   農産物 5,674 5,104 7,397 8,117 10,089 13,904 11,753 13,987 18,362 
   畜産物 1,224 1,678 2,360 2,748 3,235 3,352 2,485 3,123 5,071 
   林産物 2,778 1,667 2,130 2,461 2,858 2,863 4,107 5,219 5,560 
   水産物 843 1,402 2,387 2,773 3,059 3,078 2,894 3,457 4,189 
収支 全産業 -10,061 11,787 23,181 16,082 14,643 -13,268 40,449 41,172 30,801 






わずかなものである。2010 年の総輸出額に占める農産物の割合は 0.7％（4,663 億ドル
のうち 37 億ドル）、輸入のそれは 3.2％（4,252 億ドルのうち 139 億ドル）である36。食
料自給率では 1970 年に 80％あったが、1980 年には 70％、1990 年に 63％、2000 年に
は 51％、2007 年になって 44％となってしまっている37。確かに、この現況では、食料
を輸入しなければならない。しかしながら、主要農水産物の自給率をみてみると、米





月に EU との FTA を、2012 年 3 月にアメリカとの FTA を発効し、巨大資本と結びつ
いている。1997 年アジア通貨金融危機に対処した IMF 構造調整政策による一層の市場
開放、2000 年代に加速化した FTA 締結によって、農林畜水産物は、表４－９に示され
ているように輸出入額を伸ばしつつも、常に大幅な赤字を計上している。 
かかる状況下、1989～1991 年冷戦体制解体、1995 年 WTO 発足、1997 年アジア通
貨金融危機のなかで、政府はあくまで農業の国際競争力をつけるため、1989 年「農漁村
発展総合対策」、1991 年「農漁村構造改善対策」、1993 年「新農業政策 5 カ年計画」、
                                                   






1998 年「農業・農村発展計画」、2004 年「農業農村総合対策」、2009 年「海外農業開発
10 カ年計画」など、次々と支援政策を講じて予算を投じている39。他方、例えば、FTA
が推進されていく場合、農家に対する補助については被害補填として「農産物の輸入増
加によって被害を受ける品目全体に渡り、過去 3 年間の平均粗収入が 80％以下に下落し
た農家に対して、被害金額の 85％を支援する被害補填直接支払い制度（FTA 発効後 7
年間有効）がある。また、輸入増加によって打撃を受けた品目の生産中止や廃業を支援
するため、純収入（粗収益－生産費用）に該当する金額の 3 年分を廃業農家に支給する
廃業支援金制度（FTA 発効後 5 年間有効）」40などがある。だが、いずれも期間の限ら
れた一時的なものである。また、国の予算に占める農林業予算は、1990 年代に 15％前





るように、韓国農業は衰退の一途をたどっている。1970 年→1990 年→2009 年と順をお
って比べてみると、それは明らかである。全産業部門における総就業者数（1970 年 961
万人→1990 年 1,808 万人→2009 年 2,350 万人、以下数値の推移は同期間）は増えてい
るのにもかかわらず、農家戸数（248 万戸→176 万戸→119 万戸）や農家人口（1,444




させ、労働時間をも短くさせた。こうして付加価値（1990 年 757 万ウォン→2009 年 1、





                                                   
39 柳京熙・吉田成雄編著『韓国 FTA 戦略と日本農業への示唆』筑波書房、2011 年、7～26 ページ、
農林水産省ウェブサイト内（農業情報調査分析報告書）板垣啓四郎「韓国における農業の現状と農政
の方向およびその評価」平成 20 年度（http://www.maff.go.jp/j/kokusai/kokusei/kaigai_nogyo/k_syo 
kuryo/h20/pdf/h20_asia_04.pdf、2012 年 3 月 1 日アクセス）を参照。また、FTA に関連した支援対
策などについては、産業通商資源部 FTA 統合支援ポータル（http://www.ftahub.go.kr/）を参照。 
40 日本貿易振興機構（ジェトロ）アジア経済研究所（http://www.ide.go.jp/）内（報告書・レポート）
奥田聡・渡辺雄一「韓国農業と国内支援策の動向」2011 年 2 月（http://www.ide.go.jp/Japanese/ 
Publish/Download/Seisaku/pdf/201102.pdf、2012 年 3 月 5 日アクセス）、4 ページ、を参照。 
41 柳京熙・吉田成雄編著、前掲書、226 ページ。 
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表４－１０   韓国における農業実体基本構成表 
  1970 1980 1990 2000 2009 
全体世帯数（千戸） 5,857 7,969 11,355 14,312 16,917 
総人口（千人） 32,241 38,124 42,869 47,008 48,747 
総就業者数（千人） 9,617 13,683 18,085 21,156 23,506 
農家戸数（千戸） 2,483 2,155 1,767 1,383 1,195 
農業人口（千人） 14,442 10,827 6,661 4,031 3,117 
農林業就業者数（千人） 4,756 4,429 3,100 2,162 1,648 
国土面積（千 ha） 9,848 9,899 9,926 9,946 9,990 
耕地面積（千 ha） 2,298 2,196 2,109 1,889 1,737 
耕地利用面積（千 ha） 3,264 2,765 2,409 2,098 1,873 
利用率（％） 142.1 125.3 113.3 110.5 106.5 
農家一戸当たりの耕地面積（a） 92.5 101.8 119.4 136.5 145.4 
（ex.規模別農家数 3.0ha 以上：千戸,％） 37（1.5） 31（1.5） 44（2.5） 85（6.2） 90（7.6） 
農業資本投入額（千ウォン） - - 10,815 31,425 52,516 
農業付加価値（千ウォン） - - 7,573 14,762 16,466 
営農時間（時間） - - 1,535.48 1,253.40 1,171.13 
農家所得（千ウォン） 256 2,693 11,026 23,072 30,814 
農業所得（千ウォン） 194 1,755 6,264 10,897 9,698 
農業経営費（千ウォン） 54 587 2,814 8,617 16,924 
負債（千ウォン） 16 339 4,734 20,207 26,286 
農業所得率（％） 75.8 65.2 56.8 47.2 31.5 
農業所得に占める経営費比率（％） 27.8 33.4 44.9 79.1 174.5 
農家負債率（％） 6.3 12.6 42.9 87.6 85.3 
農業所得に占める負債比率（％） 8.2 19.3 75.6 185.4 271.0 
国家予算（億ウォン） - 65,755 283,520 1,194,011 2,572,000 
農林業予算（億ウォン） - 3,962 27,352 83,446 159,240 
（比率：％） - 6.0 9.6 7.0 6.2 
（注）各項目における数値の単位未満は切り捨てている。規模別農家数におけるカッコ内は、耕地を利用している農家数 
に占める割合。国家予算と農林業予算の数値は 2008 年。 
（出所）統計庁（http://kosis.kr/）、韓国農林水産食品部（http://www.mifaff.go.kr/）、柳京熙・吉田成雄編著『韓国 FTA
戦略と日本農業への示唆』筑波書房、2011 年、柳京熙・李仁雨・黄永模・吉田成雄編著『新自由主義経済化の韓国農










                                                   
42 品川優「FTA 推進下における韓国農業・農政の実態」佐賀大学経済学会『佐賀大学経済論集』第

















                                                   
44 品川優『条件不利地域農業―日本と韓国』筑波書房、2010 年、162 ページ。 
























いる。FTA や TPP などの「自由貿易」の推進は、一国内での再生産的過程すなわち本
来あるべき人々の豊かな暮らしを農業からも激しく切り崩しているといえよう49。 
                                                   















る（장상환「세계화와 농업문제의 전환」경상대학교 사회과학연구소『마르크스주의 연구』2012,제 
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